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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２ 平成15年９月期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 決算期の変更により、平成15年９月期は、平成15年２月１日から平成15年９月30日までの８ヵ月間、平成16

年３月期は、平成15年10月１日から平成16年３月31日までの６ヵ月間となっております。 

４ 第71期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 

決算年月 平成15年１月 平成15年９月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （百万円） 558,867 353,407 290,931 556,213 561,539 552,140 

経常利益 （百万円） 33,938 16,413 22,330 38,102 46,178 44,372 

当期純利益 （百万円） 17,619 6,153 10,341 19,168 23,983 4,248 

純資産額 （百万円） 425,640 414,456 421,826 436,259 432,695 404,631 

総資産額 （百万円） 729,901 734,157 691,559 712,644 722,578 740,373 

１株当たり純資産額 （円） 1,176.07 1,179.07 1,200.10 1,241.08 1,286.09 1,233.35 

１株当たり当期純利益 （円） 47.94 17.23 29.30 54.31 70.39 12.92 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） 45.24 16.85 28.20 52.34 67.31 12.92 

自己資本比率 （％） 58.3 56.5 61.0 61.2 59.9 54.4 

自己資本利益率 （％） 4.1 1.5 2.5 4.5 5.5 1.0 

株価収益率 （倍） 21.9 81.3 55.9 26.5 33.0 111.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 28,423 15,877 △14,994 41,100 36,116 23,828 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △21,460 △5,322 △6,702 △19,105 △33,846 △28,025 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △30,220 △6,793 △5,371 △10,135 △12,956 6,300 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（百万円） 64,754 68,616 41,547 53,305 42,619 44,722 

従業員数 

［外 平均臨時雇用者数］ 
（名） 

10,379 

[3,623] 

9,181 

[3,577] 

9,245 

[3,298] 

8,558 

[3,183] 

8,156 

[2,417] 

8,154 

[2,282] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２ 平成15年９月期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 決算期の変更により、平成15年９月期は、平成15年２月１日から平成15年９月30日までの８ヵ月間、平成16

年３月期は、平成15年10月１日から平成16年３月31日までの６ヵ月間となっております。 

４ 第71期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

５ 平成19年３月期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益、自己資本利益率、株価収益率、配当性向について

は、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 

決算年月 平成15年１月 平成15年９月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （百万円） 504,329 313,829 262,527 495,302 496,869 458,241 

経常利益 （百万円） 30,939 14,702 17,222 27,394 35,910 31,232 

当期純利益(△は損失) （百万円） 16,254 4,944 6,320 13,316 18,996 △338 

資本金 （百万円） 35,920 35,920 35,920 35,920 35,920 35,920 

発行済株式総数 （株） 368,660,417 368,660,417 368,660,417 368,660,417 368,660,417 368,660,417 

純資産額 （百万円） 388,521 376,108 379,441 388,023 379,426 344,773 

総資産額 （百万円） 652,918 645,147 613,324 631,799 635,396 658,609 

１株当たり純資産額 （円） 1,073.51 1,069.96 1,079.50 1,103.83 1,127.76 1,056.17 

１株当たり配当額 

［内１株当たり中間配当 

 額］ 

（円） 
22.00 

[―] 

15.00 

[―] 

11.00 

[―] 

22.00 

[―] 

28.00 

[―] 

28.00 

[12.00] 

１株当たり当期純利益 

(△は損失) 
（円） 44.23 13.81 17.86 37.66 55.76 △1.03 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） 41.88 13.60 17.33 36.52 53.47 ― 

自己資本比率 （％） 59.5 58.3 61.9 61.4 59.7 52.3 

自己資本利益率 （％） 4.2 1.3 1.7 3.5 5.0 ― 

株価収益率 （倍） 23.7 101.4 91.7 38.3 41.7 ― 

配当性向 （％） 49.0 108.6 61.6 58.4 50.2 ― 

従業員数 

［外 平均臨時雇用者数］ 
（名） 

2,335 

[975] 

1,477 

[552] 

1,406 

[464] 

1,100 

[388] 

972 

[149] 

1,023 

[197] 



２【沿革】 

 当社は、昭和６年２月17日に東京都中野区において、青井忠治が「丸二」からのれん分けを受けて割賦販売業を創

業したのに始まり、昭和10年４月に現商号「丸井」を制定、昭和12年３月30日に法人組織に改組（株式会社丸井、資

本金５万円、社長青井忠治）しました。 

 当社設立後、現在までの当社及び主要な関係会社の沿革は次のとおりです。 

昭和16年５月 戦時体制下の商業活動規制により、全店舗を閉鎖して休業。 

昭和21年８月 旧本店近くに仮店舗を開設し、家具小売店として営業を再開。 

昭和25年12月 割賦販売制度を再開。 

昭和34年８月 株式会社丸井広告事業社（現 株式会社エイムクリエイツ）を設立。 

昭和35年１月 「月賦」の呼称を「クレジット」に変え、企業の体質改善と近代化を推進。 

10月 丸井運輸株式会社（現 株式会社ムービング）を設立。 

昭和38年４月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

昭和40年６月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。 

昭和41年８月 コンピューターを導入。 

昭和45年５月 丸井信用販売株式会社を合併。 

昭和49年４月 ＰＯＳを導入、同時にオンライン信用照会システムを稼動させ、契約業務の簡素化を推進。 

昭和50年９月 クレジット・カード「赤いカード」の店頭即時発行システムをスタートし、全顧客カード化を推進。

昭和52年４月 丸井クレジット・オンライン・システムを全店に導入。 

６月 株式会社ブルーインテリア、株式会社ロンザ、株式会社ステイド及び株式会社マールドを合併。 

昭和56年２月 創業50周年を機に、消費者ローン事業を開始。 

９月 第２次オンライン・システム完成。 

昭和58年８月 現金建値制を導入。 

昭和59年９月 株式会社エムアンドシーシステムを設立。 

10月 組織改革により地域別の３営業本部制を導入。 

昭和60年３月 「気分よく買える店」をめざしてＡ・Ｓ（アメニティ・オブ・ショッピング）運動を開始。 

昭和61年８月 「Ｍ・ＴＯＰＳ」（丸井トータル・オペレーション・システム）の稼動開始。 

昭和62年７月 株式会社シーエスシーサービス（現 株式会社シーエスシー）を設立。 

平成２年１月 従来の３営業本部制を市場特性に応じた３営業部及び仕入部門を一本化した商品本部に組織変更。 

平成３年２月 株式会社エムワンカード（現 株式会社ゼロファースト）を設立。 

９月 「赤いカード」のデザイン・名称を一新し、様々な機能を付加した「エムワンカード」の発行を開

始。 

平成５年１月 組織改正により、営業部門、商品部門を一体化し１営業本部に改編。 

平成６年９月 従来の「エムワンカード」に変え、新しいメンバーズカード「マルイカード」の発行を開始。 

12月 本社を東京都中野区中野４丁目３番２号に移転。 

平成８年２月 株式会社エム・ジェイ・ティ（平成15年10月 株式会社マルイファッションフリークへ社名変更）を

設立（平成17年２月 会社清算）。 

平成９年４月 仕入・ＰＯＳ・信用照会業務を１台に統合した新売場端末「ワークステーション」を導入。 

平成10年２月 シー・アンド・シー時計販売株式会社（現 株式会社マルイアクセス）を株式取得により子会社化。

平成12年10月 新しいメンバーズカード「赤いカード」の発行を開始。同時にキャッシングの返済方法にリボルビン

グ払い方式を導入。 

平成13年２月 株式会社エムズモード（現 株式会社マルイエムズモード）を設立。 

平成15年１月 株式会社マルイスマートサポートを設立。 

平成15年５月 株式会社マルイシーズニングを設立。 

平成16年３月 株式会社マルイパレット、株式会社マルイファッションナビを設立。 

10月 株式会社マルイカード（現 株式会社エポスカード）を設立。 

11月 株式会社エムアールアイ債権回収を設立。 

平成17年５月 丸井グループ中期経営計画を発表。 

平成18年３月 従来のハウスカードの良さにビザ・ブランドの汎用性が加わった新カード「エポスカード」の発行を

開始。 

４月 株式会社マルイヴォイを設立。 

８月 株式会社インザルームを設立。 



３【事業の内容】 

 当社および当社の関係会社（子会社20社および関連会社５社（平成19年３月31日現在）により構成）において

は、小売事業、カード事業および小売関連サービス事業の３事業をおこなっております。 

 各事業における当社および関係会社の位置付け等は次のとおりです。 

 なお、事業区分については、事業の種類別セグメントと同一の区分です。 

  

（小売事業） 

 当社および以下の関係会社においては、衣料品、装飾雑貨、家庭用品、食品等の販売をおこなっておりま

す。 

＜関係会社＞ 

㈱マルイエムズモード、㈱マルイファッションナビ、㈱マルイパレット、㈱マルイアクセス、㈱マルイヴ

ォイ、㈱インザルーム、㈱マルイシーズニング 

※平成18年４月１日を期日として、当社は通信販売およびＥコマースに関する事業部門を会社分割し、新

設会社の㈱マルイヴォイが当該事業を承継しております。また、平成18年８月１日を期日として、㈱マ

ルイアクセスはインテリア事業部門を会社分割し、新設会社の㈱インザルームが当該事業を承継してお

ります。 

※平成19年５月１日を期日として、㈱マルイエムズモードはスポーツファッションに関するフィールド事

業部門を会社分割し、新設会社の㈱マルイフィールドが当該事業を承継しております。 

  

（カード事業） 

 当社および以下の関係会社においては、自社カードの運営、割賦販売業務、消費者ローンおよび保険の取扱

い等をおこなっております。 

＜関係会社＞ 

㈱エポスカード、㈱ゼロファースト、㈱エムアールアイ債権回収、㈱プロセント（平成19年３月26日設

立）  

  

（小売関連サービス事業） 

 当社および以下の関係会社においては、店舗内装事業、広告宣伝事業、建物等の保守管理事業、不動産賃貸

事業、ソフトウェア開発事業、貨物自動車運送事業等の主として法人を対象とした事業をおこなっておりま

す。 

＜関係会社＞ 

㈱エイムクリエイツ、㈱シーエスシー、㈱エムアンドシーシステム、㈱ムービング、㈱マルイスマートサ

ポート、㈱シーエスシー管理、㈱マルイキットセンター、北千住都市開発㈱、戸塚商業ビル管理㈱、㈱志

木都市開発、みぞのくち新都市㈱、㈱なかのサンクオ－レ、有楽町駅前開発㈱（平成18年10月16日設

立）、水戸都市開発㈱ 

  

  

 なお、上記のほか当社および関係会社は、青井不動産㈱他８社から営業店舗用建物等を賃借しております。 



＜事業の系統図＞ 

 当グループの状況を事業系統図によって示すと、次のとおりです。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 議決権の所有割合欄の（内書）は、間接所有割合です。 

３ 関係内容欄の役員の兼任の（内書）は、当社役員です。 

４ 上記関係内容のほか、グループ内の資金を一元管理するキャッシュマネジメントシステムを導入し、当社と

の間で資金の貸付け及び借入れを行っております。 

５ 特定子会社であります。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の

内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）          

㈱マルイエムズモード(注５) 東京都中野区 100 小売事業 100.0 
当社の仕入・販売業務等 

役員の兼任 ２名（１名） 

㈱マルイファッションナビ 東京都中野区 100 小売事業 100.0 
当社の仕入・販売業務等 

役員の兼任 ４名（２名） 

㈱マルイパレット 東京都中野区 100 小売事業 100.0 
当社の仕入・販売業務等 

役員の兼任 ５名（３名） 

㈱マルイアクセス 東京都中野区 100 小売事業 100.0 
当社の仕入・販売業務等 

役員の兼任 ４名（３名） 

㈱マルイヴォイ 東京都中野区 100 小売事業 100.0 
― 

 役員の兼任 ５名（３名） 

㈱インザルーム 東京都中野区 100 小売事業 100.0 
当社の仕入・販売業務等 

 役員の兼任 ４名（２名） 

㈱マルイシーズニング 東京都中野区 100 小売事業 100.0 
当社の商品の販売委託等 

役員の兼任 ２名（１名） 

㈱エポスカード 東京都中野区 1,000 カード事業 100.0 
当社のカード関連業務の委託等 

役員の兼任 10名（４名） 

㈱ゼロファースト 東京都中野区 300 

カード事業 

小売関連サー

ビス事業 

100.0 

(100.0) 

当社の顧客債権の収納代行等 

営業所等の賃借 

役員の兼任 ７名（２名） 

㈱エムアールアイ債権回収 東京都中野区 500 カード事業 
100.0 

(100.0) 

債権管理回収業務、信用調査業務 

役員の兼任 ８名（２名） 

㈱エイムクリエイツ 東京都中野区 100 
小売関連サー

ビス事業 
100.0 

当社の店舗内装及び広告宣伝の委託等 

事務所等の賃貸借 

役員の兼任 ２名（２名） 

㈱シーエスシー 東京都中野区 490 
小売関連サー

ビス事業  

78.6 

(28.6) 

当社の建物の保守管理の委託等 

役員の兼任 ５名（１名） 

㈱エムアンドシーシステム 東京都新宿区 100 
小売関連サー

ビス事業 
100.0 

当社のシステム運営の委託等 

役員の兼任 ７名（１名） 

㈱ムービング 東京都新宿区 1,450 
小売関連サー

ビス事業 
100.0 

当社の商品配送の委託等 

営業所等の賃貸 

役員の兼任 ４名（２名） 

㈱マルイスマートサポート 東京都中野区 100 
小売関連サー

ビス事業 
100.0 

当社の事務の代行等 

役員の兼任 ４名（１名） 

㈱シーエスシー管理  東京都中野区 10 
小売関連サー

ビス事業 

100.0 

(100.0) 

 ― 

役員の兼任 ４名（１名） 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の期中平均雇用者数（月間所定労働時間

を基準に算出）です。 

２ 全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門等の従業員数です。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、関係会社からの受入出向者のみとなっております。なお、グループ内の組織 

改定にともなう就業会社変更等により、従業員数が前期に比べ51名増加しております。 

２ 従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の期中平均雇用者数（月間所定労働時間を基準に算出）です。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、日本サービス・流通労働組合連合に加盟するマルイグループユニオンがあります。 

 労使関係は円滑に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

小売事業 5,021 [693] 

カード事業 747 [419] 

小売関連サービス事業 2,204 [1,156] 

全社（共通） 182 [14] 

合計 8,154 [2,282] 

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,023 [197] 42.9 20.0 8,673,096 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期の経営環境は、個人消費に弱さがみられたものの、堅調な企業収益を背景に設備投資の増加や雇用情勢の改善

により、ゆるやかな回復基調で推移いたしました。 

 このような中において当社グループは、主力の小売事業を中心に、店舗ネットワークの効率化や荒利益率の向上に

取り組むなど積極的に諸施策を推進してまいりました。しかしながら、天候不順や消費者金融市場の環境変化などの

影響を受け、当期の連結売上高は552,140百万円(前期比1.7％減)、営業利益は43,688百万円(同2.3％減)、経常利益

は44,372百万円(同3.9％減)、当期純利益は4,248百万円(同82.3％減)となりました。事業の種類別セグメントごとの

業績については、セグメント間の内部売上高等を含めて記載しています。 

セグメント別の状況  

（小売事業） 

 小売事業は、昨年３月にリニューアルした「町田マルイ」が高伸長したほか、同年９月に大阪に関西地区２号店と

して出店した「なんばマルイ」も順調に推移いたしました。また、今年２月には新宿地区に「マルイシティ-１」を

開店するとともに、従来の 「マルイシティ新宿」 の建替えをはじめとする新宿地区の再編・強化に着手いたしまし

た。さらに、ＳＰＡ・専門店事業では、名古屋地区初の出店となった 「インザルーム名古屋」 のほか、ファッショ

ンビルやショッピングセンター等への専門店の出店をすすめ、着実に店舗網の拡大をはかってまいりました。一方、

施設の老朽化や手狭な店舗面積、また、競合環境の変化などから、「所沢店」 「津田沼店」 の２店舗を閉鎖し、

「川越店」 「戸塚店」をデベロッパー事業へ転換するなど、引き続きスクラップ＆ビルド政策を推進してまいりま

した。通信販売事業は、インターネット通販を中心に、店舗の営業時間外の夜間等におけるお客様のニーズに対応す

ることにより高伸長いたしました。 

 しかしながら、既存店売上につきましては、都心の主力店舗は堅調に推移したものの、郊外店の苦戦などもあり、

前期比0.8％減となり、当期の売上高は422,169百万円(前期比3.3％減)、営業利益は19,309百万円(前期比20.4%減)と

なりました。  

 なお、荒利益率は、ＳＰＡ・専門店事業の荒利益率が向上したことにより、前期に比べ0.8％上回る30.4％となり

ました。 

 一方、店舗の営業体制につきましては、従来から課題となっていた長時間営業による接客対応力の低下を解決すべ

く、平成18年度の下半期から、営業時間の短縮をすすめてまいりました。その結果、売上の低下を招くことなく販売

体制の充実をはかることができました。 

（カード事業） 

 カード事業は、昨年3月から発行を開始した、新カード「エポスカード」の新規会員数が順調に増加し、丸井での

クレジットの取扱いに加え、ビザ加盟店でのご利用も着実に拡大しております。これにより、当期末の割賦売掛金残

高は、前期末に比べ23,279百万円増加の51,310百万円に達し、割賦手数料は3,004百万円（前期比58.6％増）となり

ました。一方、消費者ローンは、消費者金融市場を取巻く環境変化の影響を受け、融資残高、利息収入ともに減少い

たしました。なお、平成18年12月に貸金業法改正法が公布されたことから、当社グループでは、経過措置期間の終了

を待たずに、キャッシング金利を丸井では今年3月16日より年率17.7％に、ゼロファーストでは同じく4月16日より上

限年率を17.7％に引き下げを実施いたしました。 

 以上の結果、当期の売上高は76,329百万円(前期比5.8％増)、営業利益は21,892百万円(同10.5％増)となりまし

た。 

 なお、消費者ローン利息の返還損失に備えるため、前期より利息返還損失引当金を計上しておりましたが、昨年10

月に日本公認会計士協会より、会計処理の指針が公表されたことから、当期において利息返還損失引当金および貸倒

引当金の計上方法の見直しをおこないました。このため、特別損失に利息返還損失引当金繰入額20,721百万円を計上

しております。 

（小売関連サービス事業） 

 小売関連サービス事業の主なものは、店舗内装事業、広告事業、配送宅配事業、不動産賃貸事業、情報システム事

業などであり、グループ内外の売上構成比は、それぞれ46％、54％となっております。当期も引き続き、グループ外

部からの受託売上を拡大するとともに、グループ間のコスト削減に取組んでまいりました。具体的には、店舗内装事

業は「ラゾーナ川崎」や「ららぽーと豊洲」「ららぽーと横浜」など、大型ショッピングセンターのショップ工事の

受注により好調に推移いたしました。また、当社では、不採算店舗のデベロッパー事業への転換をすすめております

が、当期中の閉鎖店舗のうち、 「川越店」 「戸塚店」 の2店舗は、グループ会社のエイムクリエイツにより、昨年

９月の 「ｂｅ町田」 に続き、「モディ」という名称で、地域に密着した専門店ビルとしてオープンするなど、グル

ープ資産の有効活用をはかるとともに、事業の拡大をすすめてまいりました。 

 この結果、当期の売上高は101,751百万円(前期比0.2％減)、営業利益は6,913百万円(同56.1％増)となりました。 
  
 なお、当連結会計年度において、従来の「カード・金融事業」から「カード事業」へ名称を変更いたしました。 

また、当該変更は、名称変更のみであり、事業区分の方法に変更はありません。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当年度における「現金及び現金同等物の期末残高」は、44,722百万円となり、前年度末に比べ 2,103百万円の増加

となりました。当年度におけるキャッシュ・フローの増減状況は次のとおりです。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前年度に比べ 12,287百万円減少し、23,828百万円となりました。 

これは主に、引当金の増減額や減損損失などの増加により税金等調整前当期純利益が減少し、営業貸付金の増減額も

減少した一方、受取手形及び売掛金と割賦売掛金の増減額が増加したことに加え、法人税等の支払額が増加したこと

などによるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度に比べ 5,821百万円減少し、28,025百万円となりました。 

これは主に、「なんばマルイ」「マルイシティ新宿」などの新規出店や既存店舗の改装にともなう投資が増加した一

方、投資有価証券の取得による支出が減少したことなどによるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前年度に比べ 19,257百万円増加し、6,300百万円となりました。 

これは主に、自己株式の取得による支出が減少した一方、短期借入金の純増減額が増加したことなどによるもので

す。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産の状況 

 連結財務諸表提出会社及び関係会社において、該当事項はありません。 

(2）受注の状況 

 小売関連サービス事業の一部において受注による営業を行っており、当連結会計年度の受注額は22,572百万円

（前年同期比 128.2％）、当連結会計年度末の受注残高は466百万円（同 150.7％）です。 

 （注） 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

(3）販売の状況 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２ 上記の金額は、外部顧客に対する売上高を示しております。 

３ 当連結会計年度において、従来の「カード・金融事業」から「カード事業」へ名称を変更いたしました。 

なお、当該変更は、名称変更のみであり、事業区分の方法に変更はありません。 

(4）仕入の状況 

 当連結会計年度における商品仕入実績は次のとおりです。 

 （注） 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

小売事業    

婦人用品 140,459 94.2 

紳士・スポーツ用品 86,938 99.5 

装飾雑貨 118,028 97.9 

家庭用品 24,503 89.4 

食品・レストラン 52,239 99.8 

小売事業計 422,169 96.7 

カード事業 73,090 101.3 

小売関連サービス事業 56,881 108.0 

合計 552,140 98.3 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

婦人用品 95,718 91.1 

紳士・スポーツ用品 54,382 98.0 

装飾雑貨 75,607 97.4 

家庭用品 19,203 89.3 

食品・レストラン 44,815 99.8 

合計 289,726 95.1 



３【対処すべき課題】 

 小売事業では、平成19年度も店舗のスクラップ＆ビルド政策を継続し、主力となるヤングファッションを中心とし

た店づくりで、収益力の強化と店舗ネットワークの効率化をすすめてまいります。 

具体的には、10月に有楽町駅前に出店するとともに、引き続きＳＰＡ・専門店の出店を拡大してまいります。有楽町

店は、銀座・有楽町・丸の内をつなぐ日本有数の巨大商業エリアの中で、その中心に位置する有楽町駅前という一等

地にあり、店舗面積も18,500㎡で、都心部では当社 大規模の店舗になります。また、同店は社会人に本格的に対応

した「ちょっと大人の丸井」となり、お客様の声を反映させながら常に進化し続ける店として「新しいマルイ」づく

りにチャレンジしてまいります。一方、業績の低迷している店舗のスクラップにも引き続き取組み、上半期には中野

本店、大井町店、下半期には郡山店の閉鎖を計画しております。なお、これにより、大型出店にともなう店舗閉鎖は

一段落するため、今後は、既存店の活性化にむけた積極的な改装投資をすすめてまいります。 

 当社グループでは、平成17年度より中期経営計画をスタートしておりましたが、２年間の成果を踏まえた新たな施

策を加えるとともに、前回の計画策定時からの環境変化を織込み、見直しをすすめてまいります。当社グループの経

営理念を「お客さまのお役に立つために進化し続ける」「人の成長＝企業の成長」と定め、この理念のもと「若者の

ライフスタイルを応援する」ことを当社グループの使命として掲げて、新たな成長戦略に取組んでまいります。  

 具体的な取組みといたしまして、小売事業では、有楽町店を皮切りに、社会人に本格的に対応した品揃え、接客サ

ービス、店舗環境の強化をはかってまいります。また、ＳＰＡ・専門店事業については、利益率の改善に継続的に取

組み、ファッションビルやショッピングセンターなどの商業施設への出店を積極的にすすめてまいります。 

 また、カード事業では、「末永くお付き合いいただけるカード」をめざし、エポスカードの利便性をさらに高め、

利用率の向上とカード会員の増加や加盟店利用の促進により、収益の拡大を実現してまいります。特に、若いお客様

が、「初めておつくりいただくカードがエポスカード」という当社の強みを活かし、「生涯お使いいただけるカー

ド」となるよう、付加価値の高いサービスの提供をはかってまいります。また、提携カード戦略を積極的に推進し、

事業の拡大をすすめてまいります。 

 あわせて、グループ全体では、事業の選択と集中をすすめ、相互補完性のある戦略的提携も推進したいと考えてお

ります。また、若者の様々なライフスタイルを応援するため、当社グループの小売としての信用力、若者を中心とし

た顧客資産、そしてカードとクレジットのノウハウを 大限に活用し、若者の消費支出に占めるシェアの拡大をはか

るとともに、新規事業の開発にも取組んでまいります。 

 以上のような戦略をグループとして実行し、業績の向上につとめてまいります。 

  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。 

（１）売上高の状況について 

 当社グループの中核をなす小売事業につきましては、景気動向や、冷夏・暖冬などの天候不順の影響を強く受ける

可能性があります。また、小売業界は、新しい商業施設や大規模なショッピングセンターが次々とオープンし、一段

とオーバーストア化が進むものと思われますが、今後、店舗間競争がさらに激化する環境において、当社グループが

競争優位性を確保できなかった場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

（２）割賦販売事業の法的規制について 

 当社グループは、自社カードによる割賦販売事業を営んでおります。この割賦販売事業は、消費者保護を目的とし

た「割賦販売法」の適用により、取引条件の表示や、書面の交付、契約解除の制限、契約解除等にともなう損害賠償

額の制限、過剰与信の防止、信用情報の適正な使用、取立行為の制限などの規制を受けております。 

 今後「割賦販売法」が改正された場合、その内容によっては当社グループの業績が影響を受ける可能性がありま

す。 

（３）消費者ローン事業の法的規制について 

① 当社グループは、物販事業だけでなく、消費者ローン事業も営んでおります。この消費者ローン事業は、資金

需要者の保護を目的とした「貸金業規制法」の適用により、関東財務局への貸金業者登録や、過剰貸付等の禁

止、貸付条件の表示、誇大広告の禁止、契約書面の交付、受取証書の交付、帳簿の備付け、白紙委任状の取得の

禁止、取立行為の制限などの規制を受けております。 

 昨年12月に貸金業法改正法が公布されましたが、本格的に施行された場合、総量規制等の適用により当社グル

ープの業績が影響を受ける可能性があります。 

② 貸金業法改正法が公布されたことから、当社では本年３月16日付で、ゼロファーストは４月16日付で上限金利

を17.7%に引き下げしておりますが、引き下げ前の同法の上限利率を上回る貸付につきましては、利息制限法超

過利息の返還がなされる場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

（４）個人情報管理について 

 当社グループは、エポスカード会員をはじめとする多数の個人情報を保有しておりますが、個人情報の管理につき

ましては、グループ 高位のリスクのひとつとして捉え、業界団体の基準にもとづき個人情報取扱規程を定め、個人

情報保護推進委員会による管理体制の強化をはかるとともに、従業員に対しては、個人情報取扱主任者の資格取得を

促進するほか、定期的に「個人情報週間」を設けるなど意識の向上をはかり、万全な体制で対応を進めております。

 また、個人情報の電子データにつきましては、何重にもセキュリティされた基幹サーバーにて厳重な管理を行って

おり、外部からのハッカー・ウィルス侵入に対する防御や、内部における不正アクセスの防止などにつきましても、

万全な対応をとっております。 

 このような対策にもかかわらず、万が一個人情報が漏洩した場合は、当社グループの社会的信用の失墜による売上

の減少や、情報の漏洩による損害賠償責任が発生することなどが考えられ、当社グループの業績が影響を受ける可能

性があります。 

（５）外的要因について 

 当社グループの営業拠点は、その大半が首都圏に集中しております。従いまして、首都圏において大規模な地震・

風水害などの自然災害やテロ行為が発生した場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

  当社は、平成19年５月21日開催の取締役会において、平成19年10月１日付で、小売事業等を新設分割により、  

１００％子会社である株式会社丸井（以下、「新設分割設立会社」という）に承継させることを決議いたしまし

た。カード事業は吸収分割により同じく１００％子会社の株式会社エポスカード（以下、「吸収分割承継会社」と

いう）へ承継させることを決議いたしました。新設分割の計画、吸収分割の契約及び定款の一部変更による商号変

更のいずれも、平成19年６月28日開催の第71回定時株主総会において承認されております。 

 なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況」「1 連結財務諸表等」（重要な後発事象）及び「２ 財務

諸表等」（重要な後発事象）に記載しております。  

  

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）財政状態 

①流動資産 

  当連結会計年度末における流動資産の残高は406,555百万円（前連結会計年度397,863百万円）となり、8,692

百万円増加いたしました。その主な要因は、営業貸付金の残高が248,464百万円（同258,488百万円）と、10,024

百万円減少した一方、割賦売掛金が51,310百万円（同28,030百万円）と、23,279百万円増加したしたことなどに

よるものです。 

②固定資産 

  当連結会計年度末における固定資産の残高は333,817百万円（前連結会計年度324,715百万円）となり、9,102

百万円増加いたしました。その主な要因は、減価償却費等により有形固定資産が226,595百万円（同230,434百万

円）と、3,838百万円減少した一方、繰延税金資産が13,846百万円（同2,702百万円）と、11,144百万円増加した

ことなどによるものです。 

③負債 

  当連結会計年度末における負債の残高は335,741百万円（前連結会計年度287,969百万円）となり、47,771百万

円増加いたしました。その主な要因は、短期借入金が78,470百万円（同51,737百万円）と、26,733百万円増加し

たことや、利息返還損失引当金を22,800百万円計上したことなどによるものです。 

④純資産 

  当連結会計年度末における純資産の残高は404,631百万円（前連結会計年度434,608百万円）となり、29,977百

万円減少いたしました。その主な要因は、自己株式が18,313百万円増加したことや、利益剰余金が9,089百万円

減少したことにより株主資本が27,402百万円減少したことに加え、その他有価証券評価差額金が2,682百万円減

少したことなどによるものです。 

⑤キャッシュ・フロー 

  第２ 事業の状況 １ 業績等の概要に記載のとおりです。 

（２）経営成績 

 第２ 事業の状況 １ 業績等の概要に記載のとおりです。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は、大阪初出店となる「なんばマルイ」、新宿地区再編に伴う「マルイシティ－１」を開設したほ

か、大宮店、静岡店などの既存店舗の改装を行い、店舗競争力の強化をはかってまいりました。一方、所沢店、川越

店、津田沼店を閉鎖するなど、店舗ネットワークの効率化にも取り組んでまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の設備投資額は、平成19年秋に開店予定の有楽町店（仮称）への投資を含め、30,293百

万円となりました。 

 なお、事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額には、有形固定資産のほか、無形固定資産及び差入保証金を含んでおります。 

    ２ 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

事業区分 金額（百万円） 

小売事業 23,836 

カード事業 3,747 

小売関連サービス事業 3,655 

消去又は全社 △946 

合計 30,293 



２【主要な設備の状況】 

 主要な設備は、次のとおりです。 

(1）提出会社 
  平成19年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

中野本店 
（東京都中野区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 1,325 

974 
(6,069) 

88 2,388 
12 
[1] 

新宿店 
（東京都新宿区他） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 6,874 

69 
(1,134) 

4,850 11,793 
66 

[17] 

池袋店 
（東京都豊島区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 3,858 

29 
(735) 

1,012 4,900 
25 
[3] 

マルイミニ立川 
（東京都立川市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 1,226 

392 
(670) 

308 1,926 
11 
[4] 

渋谷店 
（東京都渋谷区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 2,930 

1,804 
(1,067) 

2,450 7,186 
35 
[5] 

吉祥寺店 
（東京都武蔵野市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 1,108 

― 
(-) 

1,947 3,056 
16 
[5] 

柏店 
（千葉県柏市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 2,000 

4,500 
(1,566) 

2,814 9,315 
27 
[8] 

静岡店 
（静岡市葵区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 4,054 

2,665 
(2,390) 

2,737 9,458 
19 
[5] 

水戸店 
（茨城県水戸市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 4,175 

4,592 
(4,054) 

1,158 9,926 
17 
[5] 

郡山店 
（福島県郡山市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 ― 

― 
(-) 

224 224 
12 
[5] 

町田マルイ 
（東京都町田市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 1,625 

― 
(-) 

418 2,044 
19 
[7] 

大宮店 
（さいたま市大宮区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 3,413 

― 
(-) 

2,447 5,860 
31 
[5] 

錦糸町店 
（東京都墨田区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 3,564 

6,780 
(6,059) 

286 10,631 
25 
[7] 

マルイシティ上野 
（東京都台東区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 2,406 

― 
(-) 

757 3,163 
28 
[6] 

川崎店 
（川崎市川崎区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 684 

― 
(-) 

786 1,470 
19 
[4] 

マルイファミリー国分寺 
（東京都国分寺市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 1,550 

― 
(-) 

4,971 6,521 
19 
[7] 

大井町店 
（東京都品川区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 1,970 

5,889 
(3,801) 

734 8,594 
13 
[3] 

草加店 
（埼玉県草加市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 2,962 

5,757 
(4,110) 

334 9,054 
15 
[3] 

マルイシティ横浜 
（横浜市西区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 1,699 

― 
(-) 

13,770 15,469 
33 
[4] 

 



 （注）１ 上記の金額には、有形固定資産のほか、無形固定資産及び差入保証金を含んでおります。 

２ 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

３ 上記店舗等においては、連結会社以外から建物の賃借を行っており、その面積は505,999㎡です。 

４ 従業員数欄の［外書］は、臨時社員の期中平均雇用者数（月間所定労働時間を基準に算出）です。 

５ 上記※の店舗等においては、関係会社に対し賃貸しております。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

マルイファミリー溝口 
（川崎市高津区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 5,053 

10,856 
(4,053) 

5,671 21,580 
22 
[7] 

マルイファミリー志木 
（埼玉県志木市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 1,159 

1,747 
(3,603) 

712 3,619 
16 

[11] 

マルイファミリー海老名 
（神奈川県海老名市） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 1,347 

― 
(-) 

3,219 4,567 
16 
[8] 

神戸マルイ 
（神戸市中央区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 366 

― 
(-) 

920 1,287 
13 
[-] 

北千住マルイ 
（東京都足立区） 

小売事業 

カード事業 
店舗等 9,853 

8,653 
(4,892) 

2,757 21,264 
29 
[5] 

なんばマルイ 
（大阪市中央区） 

小売事業 

カード事業  
店舗等  2,514 

― 
(-) 

1,537 4,052 
34 

[10] 

町田モディ※ 
（東京都町田市） 

小売関連サービス事業 店舗等 2,863 
4,513 

(1,702) 
30 7,406 

― 
[-] 

戸塚モディ※ 
（横浜市戸塚区） 

小売関連サービス事業 店舗等 1,179 
1,672 

(1,283) 
145 2,997 

― 
[-] 

川越モディ※ 
（埼玉県川越市） 

小売関連サービス事業 店舗等 473 
2,895 

(3,943) 
3 3,372 

― 
[-] 

商品センター他 
（埼玉県戸田市他） 

小売事業 

カード事業 

小売関連サービス事業 

配送センター等 3,898 
2,260 

(27,487) 
3,421 9,580 

429 
[35] 



(2）国内子会社 

 （注）１ 上記の金額には、有形固定資産のほか、無形固定資産及び差入保証金を含んでおります。 

    ２ 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

３ 従業員数欄の［外書］は、臨時社員の期中平均雇用者数（月間所定労働時間を基準に算出）です。 

４ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  平成19年３月31日現在 

主な子会社 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

㈱マルイエムズモード 
町田モディ店等 

(東京都町田市他) 
小売事業 店舗等 107 ― 234 342 

1,327 

[57] 

㈱マルイファッション

ナビ 

町田モディ店等 

(東京都町田市他) 
小売事業 店舗等 77 ― 118 196 

852 

[75] 

㈱マルイパレット 
ららぽーと豊洲店等 

(東京都江東区他) 
小売事業 店舗等 161 ― 272 433 

851 

[131] 

㈱マルイアクセス 
町田モディ店等 

(東京都町田市他) 
小売事業 店舗等 138 ― 303 442 

674 

[39] 

㈱マルイヴォイ  
本社等 

(東京都中野区他) 
小売事業 事務所等 7 ― 157 165 

83 

[25] 

㈱インザルーム  
インザルーム名古屋等 

(愛知県名古屋市他) 
小売事業 店舗等 821 ― 959 1,780 

278 

[49] 

㈱マルイシーズニング 
本社等 

(東京都中野区他) 
小売事業 事務所 ― ― 17 17 

131 

[139] 

㈱エポスカード 
本社等 

(東京都中野区他) 
カード事業 

店舗、 

事務所等 
173 ― 777 951 

600 

[371] 

㈱ゼロファースト 
本社等 

(東京都中野区他) 

カード事業 

小売関連サ

ービス事業 

店舗、  

事務所等 
499 

79 

(730) 
334 913 

77 

[40] 

㈱エムアールアイ 

債権回収 

本社 

(東京都中野区) 
カード事業 事務所 6 ― 5 12 

62 

[10] 

㈱エイムクリエイツ 

丸井本社ビル 

(東京都中野区) 

小売関連サ

ービス事業 
事務所 5,663 

6,199 

(4,440) 
24 11,888 

― 

[-] 

本社等 

(東京都中野区他) 

小売関連サ

ービス事業 
事務所等 3,003 

4,043 

(13,123) 
200 7,247 

370 

[69] 

 町田モディ等 

(東京都町田市他) 

小売関連サ

ービス事業 

店舗、  

事務所等 
3,221 

― 

― 
719 3,941 

20 

[-] 

㈱シーエスシー 
本社等 

(東京都中野区他) 

小売関連サ

ービス事業 
事務所等 2,034 

1,831 

(3,133) 
464 4,330 

411 

[135] 

㈱エムアンドシー 

システム 

本社等 

(東京都新宿区他) 

小売関連サ

ービス事業 
事務所等 1,465 

1,100 

(3,145) 
1,280 3,845 

198 

[16] 

㈱ムービング 
本社等 

(東京都新宿区他) 

小売関連サ

ービス事業 

事務所、

営業所等 
2,050 

5,894 

(34,657) 
1,610 9,555 

920 

[816] 

㈱マルイスマート 

サポート 

本社等 

(東京都中野区他) 

小売関連サ

ービス事業 
事務所等 ― ― 35 35 

274 

[113] 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 
年間リース料 
（百万円） 

未経過リース料 
（百万円） 

㈱エムアンドシーシステム 
本社等 

(東京都新宿区他) 
小売関連サービス事業 その他設備 327 224 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 当連結会計年度末現在における設備計画の主なものは次のとおりです。 

 （注）１ 上記の投資予定額の総額のうち、差入保証金は3,640百万円です。 

    ２ 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

    ３ 設備計画のうち取得完了もしくは完成をみたものは、順次固定資産本勘定への振替を行っております。 

(2）重要な設備の除却等 

  （注） 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

(3）重要な設備の売却等 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの

名称 
設備の内容 

投資予定額 
資金調達 
方法 

着工年月 
完成予定 
年月 

売上予定額 
（年間） 総額 

（百万円）
既支払額 

（百万円）

㈱丸井 
有楽町店（仮称） 
（東京都千代田区） 

小売事業 

カード事業 
店舗(新設) 36,000 23,925 自己資金等 

平成17年 
６月 

平成19年 
10月 

未定 

㈱丸井 

新宿店 

(マルイシティ新宿) 

 （東京都新宿区）  

小売事業 

カード事業 
店舗(改築) 11,000 350 自己資金等 

平成19年 

２月 
平成21年春 未定 

㈱丸井 各店改装工事 
小売事業 

カード事業 
店舗内装 18,000 ― 自己資金等 

平成19年 
４月 

平成21年 
３月 

― 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別セグメント

の名称 
設備の内容 

除却等予定額 

（百万円） 
除却等の予定年月  

 (株）丸井 
中野本店 

（東京都中野区） 

小売事業 

カード事業  
店舗(除却) 1,400 平成19年８月  

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別セグメント

の名称 
設備の内容 

売却等予定額 

（百万円） 
売却等の予定年月  

 (株）丸井 
大井町店 

（東京都品川区） 

小売事業 

カード事業  
店舗(売却)  未定 平成19年９月  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１ 提出日現在発行数欄には、平成19年６月１日以降提出日現在までの新株予約権の行使（転換社債の転換） 

 により発行された株式数は含めておりません。 

    ２ 平成19年５月15日開催の取締役会の決議により、平成19年６月28日付で会社法第178条の規定に基づく自己 

 株式40,000,000株の消却を行っております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,400,000,000 

計 1,400,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 368,660,417 328,660,417 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 368,660,417 328,660,417 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、次の

  とおりです。 

 平成17年６月29日定時株主総会決議 

 （注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、この調

整は新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 90,743 90,375 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

 9,074,300株（注）１ 

（新株予約権１個あたりの目的と

なる株式の数は100株とする。） 

 9,037,500株（注）１ 

 （同左） 

  

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり1,678円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年８月１日 

至 平成22年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

新株の発行に代えて、当社が有す

る自己株式を代用するため、資本

への組入はない。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権者は新株予約権の

権利行使時において、当社ま

たは当社子会社の取締役、監

査役、相談役、顧問または従

業員、もしくはマルイグルー

プユニオンまたは丸井健康保

険組合の役職員の地位にある

ことを要する。ただし、定年

退職、転籍その他当社取締役

会が正当な理由があると認め

た場合は、この限りではな

い。 

２ 新株予約権者が死亡した場合

は、相続人による相続を認め

る。 

３ 新株予約権の質入れその他の

処分は認めない。 

４ その他の条件については、定

時株主総会および取締役会決

議にもとづき、新株予約権割

当契約に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
－  － 



また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて新株

予約権の目的たる株式の数を調整する必要が生じた場合にも、必要かつ合理的な範囲で、新株予約権の目的

たる株式の数は調整されるものとする。 

２ 新株予約権発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算

式により１株当たりの払込み金額（以下、「行使価額」という）を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げるものとする。 

また、新株予約権発行日後に、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新

株予約権の行使、平成14年４月１日改正前の旧商法に基づき発行された転換社債の転換によるものを除

く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替える

ものとする。 

また、新株予約権発行日後に、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は調整され

るものとする。 

② 旧転換社債等に関する事項は、次のとおりです。 

 「第９回」無担保転換社債（平成８年９月24日発行） 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 第62期中（平成10年２月１日～平成11年１月31日）における転換社債の株式への転換 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、44単元含まれております。 

２ 自己株式42,222,840株は、「個人その他」に422,228単元及び「単元未満株式の状況」に40株を含めて記載

しております。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

残高（百万円） 39,838 39,838 

転換価格（円） 2,153 2,153 

資本組入額（円） 1,077 1,077 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成11年１月31日 

（注） 
263 368,660 147 35,920 146 91,273 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 
株式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人）  ― 141 41 428 410 8 17,446 18,474 ― 

所有株式数（単元）  ― 1,144,017 77,327 455,353 1,258,788 100 749,331 3,684,916 168,817 

所有株式数の割合

（％） 
 ― 31.05 2.10 12.36 34.16 0.00 20.33 100.00 ― 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１ 当社は、自己株式42,222千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

２ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成18年11月15日付で提出された大量保有報告書（変更

報告書）により、平成18年10月31日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社と

して当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿によっ

ております。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりです。 

３ ＪＰモルガン信託銀行株式会社から平成18年10月12日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）によ

り、平成18年9月30日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年

度末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿によっております。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりです。 

  

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
港区浜松町2-11-3 22,868 6.20 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
中央区晴海1-8-11 19,952 5.41 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・

セキュリティーズ（ジャパ

ン）リミテッド 

千代田区大手町1-7-2 8,403 2.27 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内2-7-1 8,297 2.25 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４） 
中央区晴海1-8-11 7,753 2.10 

日本生命保険相互会社 千代田区丸の内1-6-6 7,156 1.94 

青井不動産株式会社 渋谷区神南1-21-3 6,019 1.63 

青井 忠雄 目黒区 5,582 1.51 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 港区浜松町2-11-3 5,562 1.50 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー 
中央区日本橋兜町6-7 5,466 1.48 

計 ― 97,063 26.33 

氏名又は名称 住所 
 保有株券等の数 

（千株） 

株券等保有割合

（％） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内2-7-1 8,297 2.25 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 千代田区丸の内1-4-5 9,929 2.69 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 千代田区丸の内2-4-1 679 0.18 

三菱ＵＦＪセキュリティーズイ

ンターナショナル 
6 Broadgate, London EC2M 2AA, United Kingdom 384 0.10 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 千代田区丸の内1-4-5 2,587 0.70 

エム・ユー投資顧問株式会社  中央区日本橋室町3-2-15  41 0.01 



４ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から平成19年1月12日付で提出された大量保

有報告書（変更報告書）により、平成18年12月31日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けま

したが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は

株主名簿によっております。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりです。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（千株） 

株券等保有割合

（％） 

ＪＰモルガン信託銀行株式会社 千代田区丸の内2-7-3 8,062 2.19 

ジェー・ピー・モルガン・インベス

トメント・マネージメント・インク 

米国ニューヨーク州 10036 ニュー

ヨーク フィフス・アベニュー522 
32 0.01 

ジェー・ピー・モルガン・ホワイト

フライヤーズ・インク 

米国ニューヨーク州 10017 ニュー

ヨーク パーク・アベニュー270  
1,292 0.35 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメ

ント株式会社 

千代田区丸の内2-7-3 東京ビルディ

ング 
7,455 2.02 

ジェー・エフ・アセット・マネジメ

ント（タイワン）リミテッド 

中華民国 台湾 台北 セクション2 

ツン・フワ・エス・ロード65、17階 
423 0.11 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（千株） 

株券等保有割合

（％） 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ信託銀行株式会社 
渋谷区広尾1-1-39 229 0.06 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ株式会社 
渋谷区広尾1-1-39 4,031 1.09 

 バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ、エヌ・エイ 

米国カリフォルニア州 サンフランシ

スコ市 フリーモント・ストリート45
3,880 1.05 

バークレイズ・グローバル・ファン

ド・アドバイザーズ 

米国カリフォルニア州 サンフランシ

スコ市 フリーモント・ストリート45
2,560 0.69 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ・オーストラリア・リミテ

ッド 

オーストラリア ニュー・サウス・ウ

ェールズ州 シドニー ハーリント

ン・ストリート 111 

142 0.04 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ・リミテッド 

英国ロンドン市 ロイヤル・ミント・

コート１ 
1,665 0.45 

バークレイズ・ライフ・アシュアラ

ンス・カンパニー・リミテッド 

英国ロンドン市 ロイヤル・ミント・

コート１ムーレイハウス 
42 0.01 

バークレイズ・バンク・ピーエルシ

ー 

英国ロンドン市 チャーチル・プレイ

ス１ 
773 0.21 

バークレイズ・キャピタル・セキュ

リティーズ・リミテッド 

英国ロンドン市 カナリーワーフ ノ

ース・コロネ－ド５ 
551 0.15 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ・カナダ・リミテッド 

カナダ オンタリオ州 トロント市 

ベイ・ストリート161,2500号 
26 0.01 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、4,400株（議決権の数44個）含まれ

ております。 

② 【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定にもとづき、平成17年６月29日第69回定時株主総会終

結の時に在任する当社及び当社子会社の取締役及び従業員等に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行

することを、平成17年６月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりです。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   42,222,800
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  326,268,800 3,262,688 ― 

単元未満株式 普通株式      168,817 ― ― 

発行済株式総数          368,660,417  ― ― 

総株主の議決権 ― 3,262,688 ― 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社丸井 
中野区中野4-3-2 42,222,800  ― 42,222,800 11.45 

計 ― 42,222,800  ― 42,222,800 11.45 

 決議年月日  平成17年６月29日 

 付与対象者の区分および人数（名） 

 当社及び当社子会社の取締役、監査役、相談役、顧問及 

 び従業員、ならびにマルイグループユニオン及び丸井健 

 康保険組合の役職員、8,711名。 

 新株予約権の目的となる株式の種類  「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

 株式の数（株）  同上 

 新株予約権の行使時の払込金額（円）  同上 

 新株予約権の行使期間  同上 

 新株予約権の行使の条件 同上 

 新株予約権の譲渡に関する事項  同上 

 代用払込みに関する事項   － 

 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく普通株式の取得及び旧商法第221条第６項

         の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得並びに会社法第155条第７号に該 

         当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

       

     該当事項はありません。  

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買 

    取りによる株式は含まれておりません。 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年５月23日）での決議状況 

（取得期間 平成18年５月24日～平成18年９月22日） 
10,000,000 22,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 10,000,000 18,304,052,400 

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 3,695,947,600 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － 16.8 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） － 16.8 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成19年５月15日）での決議状況 

（取得期間 平成19年５月16日～平成20年３月19日） 
40,000,000 65,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 － － 

残存決議株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 100.0 100.0 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 5,928 9,792,575 

当期間における取得自己株式 554 804,203 



(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買 

    取りによる株式及び売渡請求による売渡株式並びに新株予約権の行使（転換社債の転換）による株式は含まれ 

    ておりません。 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 40,000,000 58,187,645,848 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
493 856,797 － － 

保有自己株式数 42,222,840 － 2,223,394 － 



３【配当政策】 

  当社グループは、株主資本利益率の向上につとめるとともに、業績動向や配当性向等を総合的に勘案し、株主の

皆様に適正な利益配分を継続的に実施することを基本方針としております。 

 また、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行う方針であり、定款に「取締役会の決議により、毎年９月

30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定めております。 

 なお、期末の配当の決定機関は、株主総会です。 

 当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。  

  なお、今後につきましては、安定的な配当が可能な連結純資産配当率（ＤＯＥ）を指標とした配当方法を導入い

たします。将来的には連結純資産配当率（ＤＯＥ）３％をめざし、業績に応じて現状の水準を引き上げ、株主の皆様

への還元をはかってまいります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

２ 決算期の変更により、第67期は、平成15年２月１日から平成15年９月30日までの８ヵ月間、第68期は、平成

15年10月１日から平成16年３月31日までの６ヵ月間となっております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額（円）

 平成18年11月10日  

 取締役会決議 
3,917 12 

 平成19年６月28日 

 定時株主総会決議 
5,223 16 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 

決算年月 平成15年１月 平成15年９月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 1,749 1,548 1,749 1,789 2,465 2,490 

最低（円） 1,006 889 1,253 1,280 1,295 1,327 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,835 1,579 1,529 1,587 1,575 1,484 

最低（円） 1,570 1,327 1,365 1,407 1,391 1,351 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

代表取締役 

会長 
  青 井 忠 雄 昭和８年３月３日生

昭和30年４月 当社入社 

(注)４ 5,582 

 〃 34年７月 当社取締役企画室長 

 〃 35年３月 当社取締役副社長 

 〃 37年８月 中野㈱代表取締役社長（現任） 

 〃 47年３月 当社代表取締役社長 

 〃 53年５月 青和興業㈱代表取締役社長(現任) 

平成17年４月 当社代表取締役会長（現任） 

代表取締役 

社長 

 グループ代  

 表執行役員 

  青 井   浩 昭和36年１月17日生

昭和61年７月 当社入社 

(注)４ 72 

平成３年１月 当社営業企画本部長 

 〃 ３年４月 当社取締役営業企画本部長 

 〃 ５年１月 当社取締役営業本部営業本部長室長 

 〃 ５年８月 当社取締役営業本部副本部長 

兼営業企画部長 

 〃 ７年４月 当社常務取締役営業本部副本部長兼

営業企画部長 

 〃 11年１月 当社常務取締役営業本部副本部長 

 〃 13年１月 当社常務取締役営業本部長 

 〃 16年４月 当社常務取締役 

 〃 16年６月 当社代表取締役副社長 

 〃 17年４月 当社代表取締役社長 

 〃 18年10月 当社代表取締役社長グループ代表執

行役員(現任) 

専務取締役 

専務執行役員 

グループ人材開

発・グループ

CSR推進・グル

ープコンプライ

アンス・グルー

プ監査・グルー

プ総務担当 

川 下 雄 司 昭和23年11月24日生

昭和46年３月 当社入社 

(注)４ 13 

平成12年１月 当社総務部長 

〃 12年４月 当社取締役総務部長 

〃 12年４月 戸塚商業ビル管理㈱代表取締役社長

（現任） 

〃 12年６月 ㈱なかのサンクオーレ代表取締役社

長（現任） 

〃 12年６月 ㈱志木都市開発代表取締役社長 

（現任） 

〃 16年４月 当社取締役 

〃 16年６月 当社常務取締役 

〃 18年10月 当社常務取締役常務執行役員 

〃 19年４月 ㈱スマートサポート代表取締役社長

（現任）  

〃 19年６月 当社専務取締役専務執行役員(現任) 

常務取締役 

常務執行役員 

カードグループ

統括、グループ

開発・グループ

不動産・グルー

プ出店推進・グ

ループ建築・グ

ループ財務担当 

北 出 恭次郎 昭和25年７月５日生

昭和49年３月 当社入社 

(注)４ 10 

平成11年１月 当社営業本部営業企画部長 

 〃 11年４月 当社取締役営業本部営業企画部長 

 〃 12年１月 当社取締役企画室長 

 〃 14年１月 当社取締役開発部長 

 〃 16年４月 当社取締役 

 〃 16年６月 当社常務取締役 

 〃 18年10月 当社常務取締役常務執行役員(現任) 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

常務取締役 

常務執行役員 

小売グループ統

括、丸井事業本

部長 

田 巻 恒 雄 昭和23年１月10日生

昭和45年３月 当社入社 

(注)４ 10 

平成11年１月 当社吉祥寺店長 

 〃 15年１月 ㈱アクセス（現㈱マルイアクセス）

代表取締役社長 

 〃 16年６月 当社取締役営業副本部長兼店舗 

サポート部長 

 〃 17年２月 ㈱エイムクリエイツ代表取締役社長 

 〃 18年10月 当社常務執行役員 

 〃 19年６月 当社常務取締役常務執行役員(現任) 

取締役 

 執行役員 

丸井事業副本部

長、商品担当・

店舗企画・グル

ープ仕入物流担

当 

横 山 廣 司 昭和25年７月５日生

昭和49年３月 当社入社  

(注)４ 8 

平成16年４月 当社営業副本部長 

〃 16年６月 当社取締役営業副本部長 

 〃 16年７月 当社取締役営業副本部長 

兼営業企画部長 

 〃 18年３月 当社取締役 

 〃 18年３月 ㈱マルイパレット代表取締役社長 

〃 18年３月 ㈱マルイアクセス代表取締役社長

（現任）  

 〃 18年10月 当社取締役執行役員（現任） 

取締役 

 執行役員 

グループ経営企

画部長、グルー

プ事業開発担当 

佐 藤 元 彦 昭和28年12月17日生

昭和52年３月 当社入社 

(注)４ 6 

平成17年２月 当社グループ経営企画部長 

 〃 17年６月 当社取締役グループ経営企画部長 

 〃 18年10月 当社取締役執行役員グループ経営 

企画部長（現任） 

取締役 

 執行役員 

丸井事業副本部

長、Web担当・企

画・ニーズマー

ケティング・販

売企画担当 

若 島   隆 昭和31年11月19日生

昭和56年３月 当社入社 

(注)４ 6 

平成17年２月 ㈱マルイエムズモード代表取締役 

社長 

 〃 18年３月 当社営業副本部長兼営業企画部長 

 〃 18年６月 当社取締役営業副本部長 

兼営業企画部長 

 〃 18年８月 ㈱インザルーム代表取締役社長 

（現任） 

 〃 18年10月 当社取締役執行役員丸井事業副本部

長（現任） 

取締役 

 執行役員 
  猪 野   明 昭和30年１月21日生

昭和52年３月 当社入社 

(注)４ 9 

平成16年４月 当社営業副本部長 

 〃 16年６月 当社取締役営業副本部長 

〃 17年２月 ㈱マルイファッションナビ代表 

取締役社長（現任） 

〃 18年10月 当社取締役執行役員丸井事業副本部

長 

 〃 19年４月 当社取締役執行役員（現任） 

 



  （注） １ 取締役社長青井浩は、取締役会長青井忠雄の長男です。 

  ２ 常勤監査役亀德忠正、監査役吉澤壽美雄、大江忠は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

３ 平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

４ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から2年間 

５ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

    なお、グループ全体の経営・執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。 

    執行役員は次の10名であります(取締役兼務者を除く)。 

      執行役員    峠   光 明   ㈱エポスカード代表取締役社長 

      執行役員    清 水   敬   有楽町店開店準備室店長 

      執行役員    齋 藤   隆   ㈱マルイエムズモード代表取締役社長 

      執行役員    角 南 哲 二   ㈱マルイヴォイ代表取締役社長 

      執行役員    宮 崎 俊 也   ㈱マルイパレット代表取締役社長 

      執行役員    中 村 正 雄   グループ事業開発部長 

      執行役員    石 井 友 夫   グループコンプライアンス部長 

      執行役員    佐 藤 徳 之   グループ開発部長 

      執行役員    小 暮 芳 明   グループ財務部長 

      執行役員    斉 藤 義 則   丸井事業本部企画部長 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

 取締役 

 執行役員 
  篠 瀬 達 也 昭和28年１月18日  

昭和51年３月 当社入社 

(注)４ 11 

 〃 11年１月 当社営業本部仕入・物流管理部長 

 〃 12年４月 当社取締役営業本部企画部長 

 〃 14年１月 当社取締役企画室長 

 〃 16年３月 ㈱エムアンドシーシステム代表取締

役社長（現任） 

 〃 18年10月 当社執行役員 

 〃 19年６月 当社取締役執行役員（現任） 

常勤監査役    大 森   繁 昭和22年６月28日生

昭和45年３月 当社入社 

(注)５ 15 
平成15年４月 当社取締役営業本部店舗運営部長 

 〃 17年２月 当社常務取締役 

〃 18年６月 当社常勤監査役（現任） 

常勤監査役   亀 德 忠 正  昭和20年９月15日 

昭和44年７月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱東京UFJ銀

行）入行 

(注)５ 2 
平成９年６月 ㈱東京三菱銀行（現㈱三菱東京UFJ 

銀行）取締役 

 〃 18年３月 ㈱レナウン専務取締役 

 〃 19年６月 当社常勤監査役（現任） 

監査役   吉 澤 壽美雄 昭和15年４月15日生

平成10年７月 国税庁徴収部長 

(注)３ 4 
 〃 11年８月 税理士登録 

 〃 11年９月 当社顧問 

 〃 13年４月 当社監査役（現任） 

監査役   大 江   忠 昭和19年５月20日生

昭和44年４月 弁護士登録 

(注)３ 9 

平成元年４月 司法研修所民事弁護教官 

 〃 16年４月 慶応義塾大学大学院法務研究科教授

（現任） 

〃 16年６月 当社監査役（現任） 

      計       5,762 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、小売事業を中心に、カード事業、小売関連サービス事業を展開する企業グループとして、お客

さま、お取引先さま、株主の皆さま、従業員そして社会に貢献することを信条としております。 

 そのために、経営環境の変化に適切に対応し、健全で透明性が高く、収益力のある効率的な経営を推進するとと

もにコーポレート・ガバナンスの強化が、経営上の最も重要な課題のひとつであると考えております。 

コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営組織その他のコーポレート・ガバナンス体制 

① 会社の機関の内容 

・当社では、従来より少数の取締役とフラットな組織体制で迅速な意思決定をおこない、経営環境の変化への

対応を適切にすすめております。また、当社は監査役設置会社制度を採用しております。企業価値・社会的

信用の維持向上に向け、監査役による充実した監査が実施されております。 

・取締役11名はすべて社内取締役となっております。監査役は４名のうち常勤監査役１名を含む社外監査役３

名体制となっており、社外からの視点で有効な監査が実施されております。取締役会は原則月１回以上開催

され、充実した審議と取締役の職務執行に関する監督が実行されております。当事業年度は取締役会を21回

開催しましたが、社外監査役もそのほとんどに出席しており、適宜、適切な意見を述べております。 

・監査役へのサポート体制は、グループ監査部が担っており、社外監査役に対しても取締役会の資料を事前に

配布し、その内容を説明するなど情報伝達体制の強化につとめております。また、原則として月１回グルー

プの監査役を含めた定例のミーティングを開催しております。 

② 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

・当社グループは、グループ経営という視点で内部統制システムの整備をすすめ、健全で透明性が高く効率的

な経営を推進することを基本としております。 

・グループとして定めているマルイグループ行動規範の周知徹底をはかり、役員・従業員全員で高い倫理感の

もと、法令を順守した健全な企業活動を推進してまいります。また、法令や社内規程の順守を徹底するため

に、各種マニュアルの整備をおこない、教育を徹底してまいります。 

・リスク管理に関する統括責任者の担当取締役を選任、内部統制の推進部署をグループコンプライアンス部と

し、グループ各社の業務内容、想定されるリスクとその対応策を文書化・モニタリングすることにより、経

営上のリスクの最小化と業務の効率化を推進してまいります。 

・グループ内の経営に直結した高リスク分野を管理するため、広報ＩＲ委員会、個人情報保護推進委員会、内

部統制委員会、ＣＳＲ向上委員会、安全管理委員会、品質管理委員会、インサイダー取引防止委員会の７委

員会を設置し、スピーディな業務の改善と事故の未然防止をはかっております。さらに、各委員会の統括機

能およびグループ内の重要課題を確認・検討する役割を果たすコンプライアンス推進会議を設置し、内部統

制システムのさらなる精度向上に取り組んでまいります。 

・親子会社間の取引に関しましても、グループ各社の監査役と、グループ監査部及びグループコンプライアン

ス部との連携により、適正な取引、会計処理をおこなうための監査体制づくりをすすめてまいります。 

・複数の顧問弁護士を相談窓口として助言や指導を受けながら、法令の順守の徹底、意識の醸成をはかるとと

もに、内部統制制度を補完する仕組みとして、マルイグループホットライン（内部通報制度）を設置し、グ

ループ内のリスク発生の未然防止につとめてまいります。 

・当社の業務執行・経営の監視の仕組み、内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況の模式図は次のと

おりです。 



  

③ 内部監査及び監査役（監査役会）監査、会計監査の状況 

・内部監査については、グループ監査部が、業務監査と会計監査を７名体制で実施しております。業務監査は

社内規程に基づき業務の有効性、妥当性及び法令順守状況を調査し、会計監査においては会計基準・社内規

程の順守状況を調査することにより、子会社を含めたコンプライアンスの徹底と業務の改善に繋げておりま

す。 

・監査役監査については、常勤監査役が中心となり実施しております。取締役の職務執行状況等について、取

締役会をはじめ重要な会議への出席及び該当部門への聴取を通じて監査を実施しております。 

・監査役は、会計監査人とのミーティングを四半期ごとに開催し、互いに業務の遂行と決算内容を十分確認し

ております。また、関係法令の改廃や、新たな事業の開始等の企業経営に影響のある事項が発生する場合に

は、相互に情報提供をおこなうとともに、必要に応じてミーティングを開催しております。 

・代表取締役と監査役との定例会を開催し、職務執行状況の相互確認を行っております。 

・会計監査人として、あずさ監査法人を選任しております。 

（会計監査業務を執行した公認会計士の氏名） 

飯塚 昇、齊藤 文男、草野 和彦 

（監査業務に係る補助者の構成） 

公認会計士 ８名、会計士補等 ７名、その他 ４名 



④ 役員報酬及び監査報酬の内容 

・当事業年度における当社の取締役並びに監査役に対する役員報酬および監査法人に対する監査報酬は以下の

とおりです。 

（注）１ 役員報酬額には、平成18年6月29日開催の第70回定時株主総会の翌日以降に退任した役員を含み、同総会

開催日以前に退任した役員は含んでおりません。 

 ２ 株主総会の決議による取締役報酬限度額は、月額36百万円（使用人兼務取締役に対する使用人分給与は

含みません。）で、監査役報酬限度額は月額6百万円です。(株主総会決議の日 昭和62年4月28日) 

 ３ 役員報酬額には、子会社からの報酬額50百万円を含んでおりません。 

 ４ 監査役の報酬額のうち、社外監査役に対する報酬額は30百万円です。 

 ５ 役員報酬額のほか、平成18年6月29日開催の第70回定時株主総会決議にもとづく、それぞれの就任時から

平成15年9月末日までの在任期間に対する退職慰労金として、退任取締役に対し123百万円、退任監査役

に対し2百万円を支給しております。また、同総会決議にもとづき、役員退職慰労金制度廃止にともな

う、上記同様の在任期間に対する退職慰労金の打ち切り支給を、退任時におこなうことを予定しており

ます。 

(2) 当社と当社の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

・社外監査役 内野 昌三、吉澤 壽美雄、大江 忠と当社との利害関係はありません。 

(3) 取締役の定数 

・当社の取締役を15名以内、監査役を５名以内とする旨定款に定めております。 

(4) 取締役の選任及び解任の決議要件 

・当社は、取締役の選任及び解任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

(5) 株主総会の特別決議要件 

・会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、株主総会の円滑な運営を行うため議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をも

って行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株

主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。 

（役員報酬）       （監査報酬）    

  取締役に支払った報酬 286百万円    公認会計士法第２条第１項に 70百万円

  監査役に支払った報酬 43百万円    規定する業務に基づく報酬    

       計 329百万円    それ以外の報酬 3百万円

                  計 73百万円



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金     42,619     44,722  

２ 受取手形及び売掛金 ※１   40,045     13,415  

３ 割賦売掛金  ※２   －     51,310  

４ 営業貸付金 ※３   258,488     248,464  

５ 営業立替金 ※４   1,836     2,247  

６ たな卸資産     46,095     42,150  

７ 繰延税金資産     4,447     3,030  

８ その他     13,830     12,713  

   計     407,363     418,055  

貸倒引当金     △9,500     △11,500  

流動資産合計     397,863 55.1   406,555 54.9 

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産              

（1）建物及び構築物   270,386     257,168    

減価償却累計額   169,191 101,194   160,649 96,518  

（2）土地     113,855     112,568  

（3）建設仮勘定     2,224     5,589  

（4）その他   39,541     37,356    

減価償却累計額   26,381 13,160   25,438 11,918  

有形固定資産合計     230,434 31.9   226,595 30.6 

２ 無形固定資産     1,237 0.1   3,220 0.4 

３ 投資その他の資産              

（1）投資有価証券 ※５   35,046     33,327  

（2）差入保証金     52,047     52,187  

（3）繰延税金資産     2,702     13,846  

（4）その他     3,246     4,640  

投資その他の資産合計     93,043 12.9   104,001 14.1 

固定資産合計     324,715 44.9   333,817 45.1 

資産合計     722,578 100.0   740,373 100.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 買掛金     41,101     36,756  

２ 短期借入金     51,737     78,470  

３ コマーシャル・ペーパー      20,000     20,000  

４ 未払法人税等     13,453     5,736  

５ 賞与引当金     4,300     4,300  

６ ポイント費用引当金      294     1,436  

７ 利息返還損失引当金      1,200     －  

８ その他     20,222     20,446  

流動負債合計     152,309 21.1   167,145 22.6 

Ⅱ 固定負債              

１ 社債     80,000     95,000  

２ 転換社債     39,838     39,838  

３ 長期借入金     9,600     6,000  

４ 繰延税金負債     1,758     542  

５ 役員退職慰労引当金     745     －  

６ 利息返還損失引当金      －     22,800  

７ その他     3,718     4,415  

固定負債合計     135,660 18.7   168,595 22.7 

負債合計     287,969 39.8   335,741 45.3 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）              

少数株主持分     1,913 0.3   － － 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※６   35,920 5.0   － － 

Ⅱ 資本剰余金     91,274 12.6   － － 

Ⅲ 利益剰余金     340,874 47.2   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     7,733 1.1   － － 

Ⅴ 自己株式 ※７   △43,108 △6.0   － － 

資本合計     432,695 59.9   － － 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

    722,578 100.0   － － 

               

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   35,920 4.9 

２ 資本剰余金     － －   91,274 12.3 

３ 利益剰余金     － －   331,785 44.8 

４ 自己株式     － －   △61,421 △8.3 

  株主資本合計     － －   397,559 53.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差額金     － －   5,050 0.7 

  評価・換算差額等合計     － －   5,050 0.7 

Ⅲ 少数株主持分     － －   2,021 0.3 

純資産合計     － －   404,631 54.7 

負債純資産合計     － －   740,373 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 商品売上高     436,755 
77.8 

(100.0)
  － － 

Ⅱ 商品売上原価     307,354 (70.4)  － － 

    商品売上総利益     129,400 (29.6)  － － 

Ⅲ その他の営業収入              

  １ 割賦手数料   1,895     －    

  ２ 消費者ローン利息収入   65,267     －    

  ３ その他営業収入   57,621 124,784 22.2 － － － 

Ⅳ その他営業原価      44,837    －  

    その他の営業総利益     79,946    －  

Ⅰ 小売事業売上高      － 
－ 
－ 

  422,169 
76.5 

(100.0)

Ⅱ 小売事業売上原価      － －   293,991 (69.6)

小売事業売上総利益     － －   128,178 (30.4)

Ⅲ カード事業収益              

１ 消費者ローン利息収入   －     64,420    

２ 割賦手数料   －     3,004    

３ その他   － － － 5,664 73,090 13.2 

Ⅳ 小売関連サービス事業収益     － － 
  

  
56,881 10.3 

Ⅴ 小売関連サービス事業原価     －     47,861  

小売関連サービス事業  
総利益 

    －     9,019  

売上総利益     209,347 37.3   210,288 38.1 

Ⅵ 販売費及び一般管理費              

１ 広告宣伝販促費   －     16,974    

２ ポイント費用引当金繰入額   294     1,436    

３ 貸倒損失   2,709     1,572    

４ 貸倒引当金繰入額    9,461     11,383    

５ 給料手当   44,816     43,098    

６ 賞与引当金繰入額   3,882     3,915    

７ 利息返還損失引当金繰入額    1,200     3,782    

８ 地代家賃   18,398     18,591    

９ 減価償却費   16,228     15,793    

10 その他   67,649 164,641 29.3 50,051 166,599 30.2 

営業利益     44,705 8.0   43,688 7.9 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 営業外収益              

１ 受取利息   207     206    

２ 固定資産受贈益   1,495     2,387    

３ 消費税等免税額   673     －    

４ その他   1,122 3,498 0.6 920 3,513 0.6 

Ⅷ 営業外費用              

１ 支払利息   1,799     2,113    

２ その他   225 2,025 0.4 716 2,830 0.5 

経常利益     46,178 8.2   44,372 8.0 

Ⅸ 特別利益              

１ 固定資産売却益 ※１ 153     519    

２ 投資有価証券売却益   13 166 0.1 272 791 0.2 

Ⅹ 特別損失              

１ 固定資産除却損 ※２ 3,393     6,620    

２ 固定資産売却損 ※３ 854     39    

３ 店舗閉鎖損 ※４ 644     2,116    

４ 減損損失 ※５ 1,431     4,823    

５ 投資有価証券評価損   6     23    

６ 投資有価証券売却損   ―     7    

７ 前期損益修正損 ※６ 349     1,131    

８ 利息返還損失引当金繰入額 ※７ ― 6,680 1.2 20,721 35,482 6.4 

税金等調整前当期純利益     39,664 7.1   9,680 1.8 

法人税、住民税及び事業税   18,590     14,423    

法人税等調整額   △3,017 15,572 2.8 △9,101 5,321 1.0 

少数株主利益     107 0.0   111 0.0 

当期純利益     23,983 4.3   4,248 0.8 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円) 

(資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高      91,273 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 自己株式処分差益   0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     91,274 

      

(利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     324,703 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 当期純利益   23,983 23,983 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   7,731   

２ 役員賞与   80 7,812 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     340,874 

      

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主
持分 

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等

合計 

平成18年３月31日 残高  

           (百万円) 
35,920 91,274 340,874 △43,108 424,962 7,733 7,733 1,913 434,608 

連結会計年度中の変動額                  

剰余金の配当 (注）     △9,420   △9,420       △9,420 

剰余金の配当 （中間配当）      △3,917   △3,917       △3,917 

当期純利益     4,248   4,248       4,248 

自己株式の取得と処分   0   △18,313 △18,312       △18,312 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
          △2,682 △2,682 108 △2,574 

連結会計年度中の変動額 

合計        (百万円)  
― 0 △9,089 △18,313 △27,402 △2,682 △2,682 108 △29,977 

平成19年３月31日 残高 

           (百万円) 
35,920 91,274 331,785 △61,421 397,559 5,050 5,050 2,021 404,631 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

１ 税金等調整前当期純利益   39,664 9,680 

２ 減価償却費   17,616 17,727 

３ ポイント費用引当金の増減額（減少：△）   294 1,142 

４ 貸倒引当金の増減額（減少：△）   △1,200 2,000 

５ 利息返還損失引当金の増減額（減少：△）   1,200 21,600 

６ 賞与引当金の増減額（減少：△）   △190 ― 

７ 受取利息及び受取配当金   △371 △508 

８ 支払利息   1,976 2,305 

９ 固定資産売却益   △153 △519 

10 固定資産除却損   3,140 6,532 

11 減損損失   1,431 4,823 

12 受取手形及び売掛金と割賦売掛金の増減額（増加：△）   △2,293 △24,680 

13 営業貸付金の増減額（増加：△）   △9,236 10,024 

14 たな卸資産の増減額（増加：△）   2,815 3,944 

15 買掛金の増減額（減少：△）   △1,623 △4,345 

16 役員賞与の支払額   △80 ― 

17 その他   2,063 △2,033 

小計   55,053 47,694 

18 利息及び配当金の受取額   300 427 

19 利息の支払額   △1,975 △2,275 

20 法人税等の支払額   △17,262 △22,018 

営業活動によるキャッシュ・フロー   36,116 23,828 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

１ 短期貸付金の純増減額（純増加：△）   0 1 

２ 固定資産の取得による支出   △24,476 △27,099 

３ 固定資産の売却による収入   817 1,328 

４ 投資有価証券の取得による支出   △11,721 △2,889 

５ 投資有価証券の売却による収入   63 397 

６ 関係会社株式の取得による支出   △690 △71 

７ 保証金等の差入れによる支出   △1,335 △3,194 

８ 保証金等の返還による収入   3,419 3,583 

９ その他   76 △82 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △33,846 △28,025 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

１ 短期借入金の純増減額（純減少：△）   1,041 21,583 

２ 長期借入れによる収入   3,000 3,000 

３ 長期借入金の返済による支出   △4,000 △1,450 

４ 社債の発行による収入   ― 14,847 

５ コマーシャル・ペーパーの純増加額   20,000 ― 

６ 自己株式の取得による支出   △25,257 △18,339 

７ 配当金の支払額   △7,731 △13,337 

８ その他   △8 △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △12,956 6,300 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   △10,686 2,103 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   53,305 42,619 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   42,619 44,722 



○ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数     18社 

主要な連結子会社の名称 

(1）連結子会社の数     16社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ムービング、㈱エポスカード、㈱マルイエムズ

モード、㈱マルイパレット、㈱マルイファッショ 

ンナビ、㈱マルイアクセス、㈱エイムクリエイツ、

㈱ゼロファースト、㈱エムアンドシーシステム、

㈱マルイスマートサポート、㈱シーエスシー、㈱

マルイシーズニング、㈱エムアールアイ債権回収 

なお、㈱東京ムービング、㈱東海ムービング、㈱

埼京ムービング及び㈱京葉ムービングは、事業の

集約化による効率化をはかるため㈱ムービングに

事業を移管し、平成18年３月31日付で解散決議を

行っております。 

また、㈱エポスカードは、平成18年３月９日に社

名を㈱マルイカードから変更しております。  

㈱マルイエムズモード、㈱マルイファッションナ

ビ、㈱マルイパレット、㈱マルイアクセス、㈱マ 

ルイヴォイ、㈱インザルーム、㈱マルイシーズニ 

ング、㈱エポスカード、㈱ゼロファースト、㈱エ

ムアールアイ債権回収、㈱エイムクリエイツ、㈱

シーエスシー、㈱エムアンドシーシステム、㈱ム

ービング、㈱マルイスマートサポート、なお、 

㈱マルイヴォイ（平成18年４月３日設立）、㈱イ

ンザルーム（平成18年８月１日設立）は、会社を

設立したため、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。 

また、㈱東京ムービング、㈱東海ムービング、㈱

埼京ムービング及び㈱京葉ムービングは、事業の

集約化による効率化をはかるため㈱ムービングに

事業を移管し、平成18年３月31日に解散を決議し

平成18年６月24日に清算手続が終了したため、当

連結会計年度より連結の範囲から除外しておりま

す。 

(2）非連結子会社の名称 (2）非連結子会社の名称 

㈱マルイキットセンター、北千住都市開発㈱、戸

塚商業ビル管理㈱、㈱志木都市開発 

㈱マルイキットセンター、北千住都市開発㈱、戸

塚商業ビル管理㈱、㈱志木都市開発 

連結の範囲から除いた理由 連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社４社の合計の総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（ 

持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないためです。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社４社（㈱マルイキットセンター、北千

住都市開発㈱、戸塚商業ビル管理㈱、㈱志木都市開

発）及び関連会社３社（みぞのくち新都市㈱、㈱な

かのサンクオーレ、水戸都市開発㈱）の当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、持分法を適用しておりません。 

非連結子会社４社（㈱マルイキットセンター、北千

住都市開発㈱、戸塚商業ビル管理㈱、㈱志木都市開

発）及び関連会社５社（みぞのくち新都市㈱、㈱な

かのサンクオーレ、有楽町駅前開発㈱、㈱プロセン

ト、水戸都市開発㈱）の当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

め、持分法を適用しておりません。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 ３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一です。 同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等にもとづく時価法（ 

評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によってお

ります。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等にもとづく時価法（ 

評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によって

おります。 

時価のないもの 

        同左 

② たな卸資産 ② たな卸資産 

主として、売価還元法による原価法によってお

ります。 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

法人税法所定の耐用年数にもとづく定率法によ

っております。ただし、建物のうち連結財務諸

表提出会社の営業店舗用建物については会社独

自の耐用年数を採用しております。 

同左 

② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

法人税法所定の耐用年数にもとづく定額法によ

っております。ただし、市場販売目的のソフト

ウェアについては、見込販売収益にもとづく償

却額と見込販売可能期間（３年以内）にもとづ

く均等償却額を比較し、いずれか大きい額を計

上する方法によっております。 

法人税法所定の耐用年数にもとづく定額法によ

っております。ただし、市場販売目的のソフト

ウェアについては、見込販売収益にもとづく償

却額と見込販売可能期間（３年以内）にもとづ

く均等償却額を比較し、いずれか大きい額を計

上する方法によっております。また、自社利用

のソフトウェアについては社内における利用可

能期間（５年以内）にもとづく定額法を採用し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

   （追加情報） 

平成18年10月13日に日本公認会計士協会より、

業種別委員会報告第37号「消費者金融会社等の

利息返還請求による損失に係る引当金の計上に

関する監査上の取扱い」が公表されたことか

ら、当連結会計年度において、計上方法の見直

しをおこないました。これにともない、期首時

点の貸倒引当金のうち貸付金に充当される利息

返還損失見込額部分 678百万円を利息返還損失

引当金に振替えております。  

 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の 

うち当連結会計年度負担額を計上しております。

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

③ ポイント費用引当金 ③ ポイント費用引当金 

  カード会員に付与したポイントのうち、将来の

ポイント利用による費用負担に備えるため、当

連結会計年度末のポイント残高に対する利用見

込額を計上しております。    

同左 

  （追加情報） 

平成18年３月、新カードの発行にともない、カ

ード利用促進を目的としたポイント制度を導入

しました。このため、当連結会計年度より、ポ

イント費用引当金を計上することとしました。 

  

④ 利息返還損失引当金  ④ 利息返還損失引当金  

  消費者ローン利息の返還損失に備えるため、当

連結会計年度末における利息の返還見込額を計

上しております。 

同左 

  （追加情報） 

平成18年１月に「貸金業の規制等に関する法律」

   のみなし弁済規定の適用に係る 高裁の判決が

出されたことにともない、今後、消費者ローン

利息の返還額の増加が見込まれるため、当連結

会計年度末より、利息返還損失引当金を計上す

ることとしました。これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ

1,200百万円減少しております。 

  （追加情報） 

平成18年10月13日に日本公認会計士協会より、

業種別委員会報告第37号「消費者金融会社等の

利息返還請求による損失に係る引当金の計上に

関する監査上の取扱い」が公表されたことか

ら、当連結会計年度において、計上方法の見直

しをおこないました。これにともない、「利息

返還損失引当金繰入額」20,721百万円を特別損

失として計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるため、支給内規

にもとづく所要額を計上しております。 

―――――  

    （追加情報） 

従来、役員の退職慰労金支給に備えるため、支

給内規にもとづく所要額を計上しておりました

が、平成18年６月の定時株主総会において、役

員退職慰労金制度の廃止にともない退職慰労金

を退任時に打ち切り支給することが承認可決さ

れました。これにより、役員退職慰労金の未払

額 816百万円を固定負債の「その他」へ振替え

ております。 

(4）売上及び売上利益計上基準 (4）売上及び売上利益計上基準 

商品売上高は、顧客との契約が成立したときに計

上しております。なお、割賦販売による商品売上

利益の計上は、販売時に行っております。 

割賦販売による割賦手数料及び消費者ローン利息

収入（自社ローン）の計上は、残債方式による発

生基準によっております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）消費税等の処理方法 (6）消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。ただし、資産にかかわる控除対

象外消費税等は、発生した連結会計年度の期間費

用としております。 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 ６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、原則として発生日以降５年間で均

等償却しておりますが、金額が僅少な場合は、発生

時の損益として処理しております。 

―――――  

７ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 ７ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

―――――  のれんの償却については、原則として発生日以降５

年間で均等償却しておりますが、金額が僅少な場合

は、発生時の損益として処理しております。 

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 ８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分にもとづいて作

成しております。 

―――――  

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許資金、要求払預金及び取

得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短期的な投資として

おります。 

同左 



○ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税金等調整前当期純利益は

1,431百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則にもとづき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

  

――――― 

  

  

  

  

   

  

  

  

  

――――― 

  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は402,610

百万円です。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正にともな

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

  

――――― 

  

  

 （自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等 

  の一部改正） 

当連結会計年度より、改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１

号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 終改

正平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、連結財務諸表規則の改正による連結貸借対照表

の表示に関する変更は以下のとおりです。 

前連結会計年度において資本に対する控除項目として

「資本の部」の末尾に表示しておりました「自己株

式」は、当連結会計年度から株主資本に対する控除項

目として「株主資本」の末尾に表示しております。  



○ 表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

――――― 

  

（連結貸借対照表関係）  

前連結会計年度に「受取手形及び売掛金」に含めて表

示しておりました「割賦売掛金」は、金額的に重要性

が増加したため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。 

また、この変更に併せて、従来「割賦売掛金」に含め

て注記しておりました団体契約先及び銀行系・信販系

カード会社に対する未精算金（当連結会計年度4,140

百万円）については、「受取手形及び売掛金」に含め

て表示することといたしました。 

なお、前連結会計年度末における未精算金4,118百万

円を除く「割賦売掛金」は、28,030百万円です。 

  

  

――――― 

  

（連結損益計算書関係） 

1.当連結会計年度より、売上高及び売上原価の内訳科目 

の区分方法を変更しております。 

なお、変更後の区分方法に基づいた前連結会計年度の

売上高及び売上原価の内訳は次のとおりです。 

  

2.「広告宣伝販促費」は、前連結会計年度まで販売費 

及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりま

したが、当連結会計年度において、販売費及び一般管

理費の総額の100分の10を超えたため区分掲記してお

ります。 

なお、前連結会計年度末の「広告宣伝販促費」は、

14,313百万円です。 

区分  

金額（百万円） 

前連結会計年度 

Ⅰ 小売事業売上高   436,755

Ⅱ 小売事業売上原価   307,354

   小売事業売上総利益   129,400

Ⅲ カード事業収益     

  １ 消費者ローン利息収入 65,267   

  ２ 割賦手数料 1,895   

  ３ その他 4,961 72,124

Ⅳ 小売関連サービス事業収益   52,660

Ⅴ 小売関連サービス事業原価   44,837

     小売関連サービス事業総利益   7,822

     

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

投資活動によるキャッシュ・フロー          

前連結会計年度に「その他」に含めて表示しておりま

した「関係会社株式の取得による支出」（前連結会計

年度60百万円）は金額的重要性が増加したため、当連

結会計年度より区分掲記しております。 

  

―――――  

  

  



○ 注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ このうちには、割賦売掛金32,149百万円を含んで

おります。 

なお、割賦売掛金は、現金販売価格による売掛金

残高です。 

※１  

――――― 

※２         ――――― ※２ 割賦売掛金は、現金販売価格による売掛金残高で

す。 

※３ 営業貸付金は、消費者ローン（自社ローン）の貸

付金残高です。  

※３          同左  

※４ 営業立替金は、銀行系・信販系カードローンなど

の取扱いにかかわる未精算金です。 

※４          同左 

※５ このうちには、持分法非適用の非連結子会社及び

関連会社株式281百万円を含んでおります。 

※５ このうちには、持分法非適用の非連結子会社及び

関連会社株式352百万円を含んでおります。 

※６ 連結財務諸表提出会社の発行済株式総数は、普通

株式368,660千株です。 

 

※７ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式32,217千株です。 

 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 ※１ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

  百万円

土地 126 

その他 27 

合計 153 

  百万円

土地 513 

その他 6 

合計 519 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 ※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 

  百万円

建物及び構築物 2,375 

器具備品 762 

撤去費用他 255 

合計 3,393 

  百万円

建物及び構築物 4,724 

撤去費用 1,144 

器具備品他 751 

合計 6,620 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。 ※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。 

  百万円

土地 604 

建物及び構築物 244 

その他 5 

合計 854 

  百万円

無形固定資産他 39 

    

※４ 店舗閉鎖損の内容は次のとおりです。 ※４ 店舗閉鎖損の内容は次のとおりです。 

  百万円

撤退補償金 368 

原状回復費用 276 

合計 644 

  百万円

原状回復費用 1,289 

撤退補償金 827 

合計 2,116 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５ 連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

※５ 連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

  （単位 百万円）

用途 場所 種類 金額 

店 舗 
丸井藤沢店 
神奈川県藤沢市 
（平成18年２月閉鎖） 

建物及び 
構築物  651 

その他 13

賃 貸 
不動産 

東京都武蔵野市 土 地 384 

その他 茨城県土浦市 

土 地 251 

建物及び 
構築物 127

その他 2

合 計 1,431 

  （単位 百万円）

用途 場所 種類 金額 

店 舗 

マルイファミリー志木 
埼玉県志木市 

建物及び
構築物 2,549 

土 地 844

郡山店
福島県郡山市 
（平成20年２月閉鎖予定） 

建物及び
構築物 

890

その他 26 

津田沼店
千葉県習志野市 

（平成19年２月閉鎖） 

建物及び
構築物 

312 

その他 22 

 ㈱ゼロファースト 

 その他店舗（４店舗）

建物及び
構築物 

33 

その他 14 

その他 

茨城県水戸市 土 地 51 

福島県郡山市 土 地 44

群馬県前橋市 土 地 34

合 計 4,823 

連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、キャッ

シュ・フローを生み出す 小単位として店舗を基

本単位とし、また、賃貸不動産等については物件

単位ごとにグルーピングしております。 

上記の資産について、閉鎖が予定されている店舗、

売却が予定されている資産グループ及び市場価格

が帳簿価額より著しく下落している資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少 

額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、土地については路

線価方式による相続税評価額を基準に評価し、ま

た、店舗については閉鎖後、店舗設備の廃棄を予

定していることから、正味売却価額を零として評

価しております。 

連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、キャッ

シュ・フローを生み出す 小単位として店舗を基

本単位とし、また、賃貸不動産等については物件

単位ごとにグルーピングしております。 

上記の資産について、継続して営業損失が発生し 

ている店舗、閉鎖が予定されている店舗、売却が 

予定されている資産グループ及び市場価格が帳簿

価額より著しく下落している資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。 

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味

売却価額または使用価値により測定しており、正

味売却価額は、土地については路線価方式による

相続税評価額を基準に評価し、閉鎖または閉鎖予

定店舗については閉鎖後、店舗設備の廃棄を予定

していることから、正味売却価額を零として評価

しております。また、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを５％で割引いて算定しております。 

※６ 前期損益修正損は、前連結会計年度に退職一時金

制度・適格退職年金制度の終了処理を行いました

が、適格退職年金制度廃止の結果、年金受給権者

への年金現価額による分配額が当初見積りより増

加したため、連結財務諸表提出会社への剰余金の

返還額が減少したことによるものです。 

※６ 前期損益修正損は、当連結会計年度において、未

収利息を不計上とする債権の延滞期間を従来の１

年超から６ヵ月超へ見直したことによる期首時点

の未収利息の計上差額です。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※７ 

――――― 

※７ 利息返還損失引当金繰入額は、平成18年10月13日

に日本公認会計士協会より、業種別委員会報告第

37号「消費者金融会社等の利息返還請求による損

失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱い」

が公表されたことから、期首時点における当該報

告にもとづく引当金計上額と前期の見積方法によ

る引当金計上額との差額を計上しております。 

なお、中間連結会計期間末には当該特別損失を

10,921百万円計上しておりますが、中間連結会計

期間末以降の返還実績の蓄積および当社グループ

の「キャッシング」金利の引下げによる見積り対

象範囲の限定により、見積り精度が向上したこと

で、期首時点における引当金計上額の再計算を行

いました。これにより、当該特別損失の計上額が

中間連結会計期間末より9,800百万円増加しており

ます。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加10,005,928株は、市場買付による取得10,000,000株及び単元未満 

           株式の買取りによる増加5,928株です。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少493株は、単元未満株式の売却による減少です。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

   該当事項はありません。     

    

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 368,660,417 ― ― 368,660,417 

合計 368,660,417 ― ― 368,660,417 

自己株式        

普通株式（注）１,２ 32,217,405 10,005,928 493 42,222,840 

合計 32,217,405 10,005,928 493 42,222,840 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 9,420 28 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 3,917 12 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 5,223  利益剰余金 16 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高42,619百万円は、連結

貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定の金額

と一致しております。 

現金及び現金同等物の期末残高44,722百万円は、連結

貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定の金額

と一致しております。 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  その他 

（器具備品） 

  百万円

取得価額相当額 2,883 

減価償却累計額相当額 2,154 

期末残高相当額 728 

  その他 

（器具備品） 

  百万円

取得価額相当額 2,122 

減価償却累計額相当額 1,864 

期末残高相当額 258 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い 

    ため、支払利子込み法により算定しております。

(注)         同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 420 

１年超 308 

合計 728 

  百万円

１年内 186 

１年超 71 

合計 258 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注)         同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

  百万円

支払リース料 576 

減価償却費相当額 576 

  百万円

支払リース料 354 

減価償却費相当額 354 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

  百万円

１年内 4,381 

１年超 23,839 

合計 28,220 

  百万円

１年内 5,805 

１年超 30,024 

合計 35,829 

（貸主側）  （貸主側） 

未経過リース料   

  百万円

１年内 49 

１年超 － 

合計 49 

 ―――――― 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

３ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在） 

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

     

(1）株式 12,830 27,082 14,251 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 12,830 27,082 14,251 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

     

(1）株式 8,752 7,548 △1,203 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 8,752 7,548 △1,203 

合計 21,583 34,631 13,048 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 133 



当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

３ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在） 

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成19年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

     

(1）株式 15,616 25,282 9,666 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 15,616 25,282 9,666 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

     

(1）株式 8,733 7,590 △1,142 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 8,733 7,590 △1,142 

合計 24,349 32,873 8,524 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 101 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容及び利用目的 

連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、借入金の金利負担を軽減するため、金利スワップを組み込んだ借

入を行っており、当該借入金は複合金融商品に該当します。 

(2) 取引に対する取組方針 

金利関連のデリバティブ取引について、上記金利スワップ取引を利用しているのみであり、投機目的の取引

は行わない方針であります。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

借入金利の将来の負担を減少させる目的で利用しております。なお、当該借入は信用度の高い金融機関を取

引相手として行っているため、信用リスクは殆どないものと判断しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

当該借入金の契約及び管理は、グループ財務部がグループ財務担当取締役の承認を得て行っております。 

２ 取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度末現在、時価等の開示対象となる複合金融商品はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容及び利用目的 

連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、借入金の金利負担を軽減するため、金利スワップを組み込んだ借

入を行っており、当該借入金は複合金融商品に該当します。 

(2) 取引に対する取組方針 

金利関連のデリバティブ取引は、上記金利スワップ取引を利用しているのみであり、投機目的の取引は行わ

ない方針です。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

借入金利の将来の負担を減少させる目的で利用しております。なお、当該借入は信用度の高い金融機関を取

引相手として行っているため、信用リスクは殆どないものと判断しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

当該借入金の契約は、取締役会の決議により行っております。 

２ 取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度末現在、時価等の開示対象となる複合金融商品はありません。 

（退職給付関係） 

    該当事項はありません。 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(注) 株式数に換算して記載しております。 

 (2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数は、株式

数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成17年８月 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社及び当社子会社の取締役、監査

役、相談役、顧問及び従業員、ならび

にマルイグループユニオン及び丸井健

康保険組合の役職員、8,711名 

ストック・オプション数 普通株式9,946,900株 

付与日 平成17年８月１日 

権利確定条件  付されておりません 

対象勤務期間  定めはありません 

権利行使期間 
 ３年間（自平成19年８月１日至平成22

年７月31日） 

 
平成17年８月 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 9,428,200 

付与 － 

失効 353,900 

権利確定 － 

未確定残 9,074,300 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
平成17年８月 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 1,678 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   百万円 

減価償却超過額 7,417 

固定資産等の未実現損益 2,464 

賞与引当金否認額 1,790 

未納事業税 1,095 

利息返還損失引当金 488 

その他 4,196 

繰延税金資産小計 17,451 

評価性引当額 △647 

繰延税金資産合計 16,803 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 4,723 

その他有価証券評価差額金 5,311 

プログラム等準備金 1,166 

その他 211 

繰延税金負債合計 11,412 

繰延税金資産の純額 5,391 

（繰延税金資産）   百万円 

利息返還損失引当金 9,279 

減価償却超過額 6,396 

固定資産等の未実現損益 2,400 

賞与引当金否認額 1,808 

減損損失 1,713 

その他 5,936 

繰延税金資産小計 27,536 

評価性引当額 △1,876 

繰延税金資産合計 25,660 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 4,886 

その他有価証券評価差額金 3,470 

プログラム等準備金 805 

その他 164 

繰延税金負債合計 9,326 

繰延税金資産の純額 16,334 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の5以下であるた

め、その差異発生原因についての記載を省略してお

ります。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

    ％ 

法定実効税率 40.7  

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.5 

評価性引当額の控除 12.7 

住民税均等割等  1.6 

その他 △0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.0  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
小売事業 
（百万円） 

カード・ 
金融事業 
（百万円） 

小売関連 
サービス事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する 
売上高 

436,755 72,124 52,660 561,539 ― 561,539 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― 49,331 49,331 (49,331) ― 

計 436,755 72,124 101,991 610,871 (49,331) 561,539 

営業費用 412,509 52,305 97,561 562,376 (45,542) 516,834 

営業利益 24,245 19,818 4,429 48,494 (3,788) 44,705 

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出 

           

資産 287,416 313,366 63,361 664,145 58,432 722,578 

減価償却費 14,244 1,988 2,199 18,432 (815) 17,616 

資本的支出 17,245 2,173 3,812 23,231 2,581 25,812 

 
小売事業 
（百万円） 

カード事業 
（百万円） 

小売関連 
サービス事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する 
売上高 

422,169 73,090 56,881 552,140 ― 552,140 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― 3,238 44,870 48,109 (48,109) ― 

計 422,169 76,329 101,751 600,250 (48,109) 552,140 

営業費用 402,859 54,436 94,838 552,134 (43,681) 508,452 

営業利益 19,309 21,892 6,913 48,115 (4,427) 43,688 

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出 

           

資産 291,383 324,766 56,148 672,298 68,074 740,373 

減価償却費 14,267 1,986 2,778 19,032 (1,304) 17,727 

減損損失 4,389 434 ― 4,823 ― 4,823 

資本的支出 23,836 3,747 3,655 31,239 (946) 30,293 



（注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、連結財務諸表提出会社の内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な内容 

（前連結会計年度） 

・小売事業 ……………………… 衣料品、装飾雑貨、家庭用品、食品等の販売 

・カード・金融事業 …………… 当社カードの運営、割賦販売業務、消費者ローン及び保険の取扱い等 

・小売関連サービス事業 ……… 貨物自動車運送事業、店舗内装事業、広告宣伝事業、ソフトウェア開発事

業、建物等の保守管理事業、不動産賃貸事業等の主として法人対象事業 

（当連結会計年度） 

・小売事業 ……………………… 衣料品、装飾雑貨、家庭用品、食品等の販売 

・カード事業 …………………… 自社カードの運営、割賦販売業務、消費者ローン及び保険の取扱い等 

・小売関連サービス事業 ……… 店舗内装事業、広告宣伝事業、建物等の保守管理事業、不動産賃貸事業、ソ

フトウェア開発事業、貨物自動車運送事業等の主として法人対象事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、連結財務諸表提出会社の本社

管理部門にかかわる費用等です。 

前連結会計年度     3,581百万円 

当連結会計年度     4,595百万円 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資金等で

す。 

前連結会計年度    142,892百万円 

当連結会計年度    201,084百万円 

５ 資本的支出には、差入保証金の増加額が含まれております。 

６ 事業区分の変更 

（当連結会計年度） 

当連結会計年度において、従来の「カード・金融事業」から「カード事業」へ名称を変更いたしました。 

なお、当該変更は、名称変更のみであり、事業区分の方法に変更はありません。  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、在外連結子会社及び在外支店がないため、記載事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高はいずれも連結売上高の10％未満のため、記載を省略し

ております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

 （注） 取引金額及び、期末残高のうち差入保証金には消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃借料等については、近隣の家賃等を参考に一般取引と同様に決定しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金 
(百万円) 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等の
被所有割合
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引 
金額 

(百万円) 

科目 
期末 
残高 

(百万円) 
役員の
兼任等 

事業上 
の関係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

青井不動産㈱ 
東京都 

渋谷区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 1.8 兼任１人 建物の賃借

営業店舗用 

建物の賃借等
507 差入保証金 2,118 

㈱烏山 
東京都 

千代田区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.9 兼任１人 建物の賃借

営業店舗用 

建物の賃借 
95 差入保証金 59 

豊島興業㈱ 
東京都 

豊島区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 2.0 ― 建物の賃借

営業用建物の

賃借等 
67 差入保証金他 364 

  中野㈱ 
東京都 

新宿区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.6 兼任２人 建物の賃借

営業店舗用 

建物の賃借 
60 差入保証金 41 

  青和興業㈱ 
東京都 

新宿区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.2 兼任２人 建物の賃借

事務用建物の

賃借 
55 差入保証金 191 

  小杉興産㈱ 
東京都 

新宿区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.5 ― 建物の賃借

営業用建物の

賃借等 
51 差入保証金他 189 

  永和不動産㈱ 
東京都 

千代田区 
90 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.7 ― 

建物の賃借

等 

営業用建物の

賃借等 
31 差入保証金他 52 

  大豊企業㈱ 
東京都 

千代田区 
12 

不動産 

賃貸業等 
― ― 建物の賃借

営業用建物の

賃借 
3 ― ― 

 
㈱アズマエン

タープライズ 

東京都 

新宿区 
25 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.0 ― 建物の賃借

営業用建物の

賃借 
1 ― ― 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

 （注） 取引金額及び、期末残高のうち差入保証金には消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃借料等については、近隣の家賃等を参考に一般取引と同様に決定しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金 
(百万円) 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等の
被所有割合
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引 
金額 

(百万円) 

科目 
期末 
残高 

(百万円) 
役員の
兼任等 

事業上 
の関係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

青井不動産㈱ 
東京都 

渋谷区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 1.8 兼任１人 建物の賃借

営業店舗用 

建物の賃借等
504 差入保証金 1,983 

㈱烏山 
東京都 

千代田区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 1.0 兼任１人 建物の賃借

営業店舗用 

建物の賃借 
95 差入保証金 59 

豊島興業㈱ 
東京都 

豊島区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 2.1 ― 建物の賃借

営業用建物の

賃借等 
65 差入保証金他 267 

  中野㈱ 
東京都 

新宿区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.6 兼任２人 建物の賃借

営業店舗用 

建物の賃借 
60 差入保証金 41 

  青和興業㈱ 
東京都 

新宿区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.2 兼任２人 建物の賃借

事務用建物の

賃借 
55 差入保証金 191 

  小杉興産㈱ 
東京都 

新宿区 
10 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.5 ― 建物の賃借

営業用建物の

賃借等 
49 差入保証金 31 

  永和不動産㈱ 
東京都 

千代田区 
90 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.7 ― 

建物の賃借

等 

営業用建物の

賃借等 
42 

固定負債「そ

の他」他 
2 

  大豊企業㈱ 
東京都 

千代田区 
12 

不動産 

賃貸業等 
― ― 建物の賃借

営業用建物の

賃借 
3 ― － 

 
㈱アズマエン

タープライズ 

東京都 

新宿区 
25 

不動産 

賃貸業等 
直接 0.0 ― 建物の賃借

営業用建物の

賃借 
1 ― － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりです。 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,286円09銭 1,233円35銭 

１株当たり当期純利益 70円39銭  12円92銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 67円31銭   12円92銭 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（百万円） 23,983 4,248 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円））  (―)  (―) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 23,983 4,248 

普通株式の期中平均株式数（千株） 340,716 328,665 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（百万円） 276 ― 

（うち支払利息（税額相当額控除後）（百万円）） (271)   

普通株式増加数（千株） 19,721 70 

（内訳） 転換社債（千株） (18,503)  (―) 

     新株予約権（千株） (1,217) (70) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

― 

「第９回」無担保転換社債  

(未償還残高39,838百万円)  

 新株予約権の概要は「第４

提出会社の状況 １ 株式等

の状況 (2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりです。



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

連結財務諸表提出会社は、平成18年５月23日開催の取締役会において、会社法第165条第２項による定款の規定に基

づいて、自己株式の取得を決議いたしました。 

（取得する株式の種類 普通株式、取得株式総数 上限10,000,000株、取得価額の総額 上限22,000百万円、取得する

期間 平成18年５月24日より平成18年９月22日まで） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

自己株式の取得について 

当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において、会社法第165条第３項による定款の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づいて、自己株式の取得を決議いたしました。 

（取得する株式の種類 普通株式、取得株式総数 上限40,000,000株、取得価額の総額 上限65,000百万円、取得する

期間 平成19年５月16日より平成20年３月19日まで） 

自己株式の消却について 

当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を決議いたしま

した。 

   １．消却する株式の種類    当社普通株式 

   ２．消却する株式の数      40,000,000株  （消却前発行済株式総数に対する割合 10.9％） 

   ３．消 却 額        58,187百万円 

   ４．消却日          平成19年６月28日   

 (参考）消却後の発行済株式総数  328,660,417株   

 会社分割による純粋持株会社への移行及び商号変更について 

 平成19年５月21日開催の取締役会において、下記のとおり平成19年10月１日付で、小売事業等を新設分割により  

１００％子会社である株式会社丸井（以下、「新設分割設立会社」という）に承継させることを決議いたしまし

た。カード事業は吸収分割により同じく１００％子会社の株式会社エポスカード（以下、「吸収分割承継会社」と

いう）へ承継させることを決議いたしました。 

 これにより当社は純粋持株会社に移行しますが、商号につきましては「株式会社丸井グループ」に変更し、引き

続き上場会社となる予定です。 

 なお、新設分割の計画、吸収分割の契約及び定款の一部変更による商号変更のいずれも、平成19年６月28日開催

の第71回定時株主総会において承認されております。 

  

１．会社分割（純粋持株会社制移行）の目的 

当社は従来から事業持株会社としてグループ経営を行い、小売事業を中心にカード事業、小売関連サービス事業を

広く展開し成長戦略をすすめてまいりました。小売事業は丸井店舗事業、ＳＰＡ・専門店事業、Ｅコマースと更な

る拡大・分社化が進み、またカード事業は従来のハウスカードにビザカードを加えた新しい「エポスカード」の発

行がスタートし順調に拡大しております。 

 今後は小売事業とカード事業の融合を更に進め、「若者のライフスタイルを応援する」という丸井グループのめ

ざす方向性に向けて、新規事業の開発、他社との戦略的提携等を積極的に行い、新たな成長戦略を展開してまいり

ます。 

 従って、今後はグループ戦略の立案と事業執行の役割が明確になる純粋持株会社制への移行が 適であると考

え、「お客さまのお役に立つために進化し続ける」「人の成長＝企業の成長」の理念のもと、更なる企業価値の向

上に取り組んでまいります。 

 

２．会社分割の要旨 

(１)分割の日程 

 新設分割計画および吸収分割契約承認取締役会     平成19年５月21日 

 吸収分割契約締結                  平成19年５月21日 

 新設分割計画および吸収分割契約承認株主総会     平成19年６月28日 

 新設分割（設立登記日）および吸収分割の効力発生日  平成19年10月１日（予定） 

 



当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(２)分割方式 

①当社を分割会社とし、新設する100％子会社に当社の小売事業等を承継する新設分割及び、既存の100％子会社に

当社のカード事業を承継する吸収分割です。 

②新設分割設立会社は普通株式1,000株を発行し、そのすべてを当社に割当てます。吸収分割承継会社は当社の

100％子会社であり、分割の前後で当社の持分比率に変化はないため、新株の割当ては行いません。 

(３)分割に係る割当ての内容の算出根拠 

 新設分割設立会社及び吸収分割承継会社ともに当社の100％子会社であり、当該会社分割は当社単独での分割であ

ることから、第三者機関による算定は実施しておりません。なお、当該新設分割に係る割当株式数は、新設分割設

立会社の資本金の額等を考慮し、決定いたしました。 

(４)分割により減少する資本金等 

  該当事項はありません。  

(５)分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

 当社は新株予約権及び転換社債を発行していますが、本分割によるこれらの取扱いに変更はありません。  

(６)新設分割設立会社及び吸収分割承継会社が承継する権利義務 

 新設分割設立会社及び吸収分割承継会社が当社から承継する権利義務は、平成19年５月21日付各分割計画書、分

割契約書に定めるところにより、分割効力発生日現在において当社が分割対象事業に関して有する資産、債務、契

約上の地位その他の権利義務といたします。なお、新設分割設立会社及び吸収分割承継会社が当社から承継する債

務については当社は重畳的債務引受をいたします。  

(７)債務履行の見込み 

 当社および新設分割設立会社、吸収分割承継会社ともに、分割期日以降の債務履行の見込みについては問題ない

と判断しています。  

３．分割当事会社の概要  

  （注）新設分割設立会社の概要は、平成19年3月31日時点での見込みです。  

  
 分割会社 

(平成19年3月31日現在) 

新設分割設立会社 

(平成19年10月1日予定) 

吸収分割承継会社 

(平成19年3月31日現在) 

 (1)商号 

株式会社丸井 

(株式会社丸井グループに商号

変更予定) 

  株式会社丸井  株式会社エポスカード 

 (2)事業内容 
 小売事業、カード事業、 

小売関連サービス事業 

 小売事業、 

小売関連サービス事業 
 カード事業 

 (3)設立年月日  昭和12年3月30日  平成19年10月1日(予定)   平成16年10月1日 

 (4)本店所在地 
 東京都中野区中野 

４丁目３番２号 

 東京都中野区中野 

４丁目３番２号 

 東京都中野区中野 

４丁目３番２号 

 (5)代表者 
代表取締役社長 

青井 浩  

代表取締役社長 

青井 浩  

代表取締役社長 

峠 光明  

 (6)資本金  35,920百万円 100百万円(予定)  1,000百万円  

 (7)発行済株式数  3億6,866万株   1,000株 4,000株  

 (8)純資産  344,773百万円 230,166百万円(予定)  3,062百万円  

 (9)総資産   658,609百万円  273,734百万円(予定)   72,725百万円 

(10)決算期  3月31日  3月31日  3月31日  

(11)大株主及び 

  持株比率  

日本マスタートラスト 

信託銀行㈱(信託口)    7.0% 
 丸井グループ 100% ㈱丸井     100%  

  
㈱日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱(信託口)   6.1% 
    

  

ビー・エヌ・ピー・パリバ・

セキュリティーズ(ジャパン)

リミテッド            2.6% 

    

  ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  2.5%     

  
日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱(信託口)      2.4% 
    

 



当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．分割する事業部門の概要 

(１)分割する部門の事業内容 

 当社が営む小売事業等およびカード事業 

(２)分割する部門の平成19年３月期における経営成績    

        

(３)分割する部門の資産、負債の項目    

（注）平成19年３月31日現在の貸借対照表を基準に算出しているため、実際に分割する金額は、上記金額と異なり

ます。 

 

５．新設分割設立会社の状況 

(１)商号       株式会社丸井（英文社名：ＭＡＲＵＩ ＣＯ．，ＬＴＤ．） 

(２)事業内容     百貨店業を中心とした小売業等 

(３)本店所在地    東京都中野区中野４丁目３番２号 

(４)代表者      取締役社長 青井 浩 

(５)資本金      １億円 

(６)決算期      ３月31日 

 

６．吸収分割承継会社の状況 

(１)商号       株式会社エポスカード（英文社名：ＥＰＯＳ ＣＡＲＤ ＣＯ．，ＬＴＤ．） 

(２)事業内容     クレジットカード事業等 

(３)本店所在地    東京都中野区中野４丁目３番２号 

(４)代表者      代表取締役社長 峠 光明 

(５)資本金      10億円 

(６)決算期      ３月31日 

 

７．会社分割後の上場会社の状況（商号変更） 

(１)商号       株式会社丸井グループ（英文社名：ＭＡＲＵＩ ＧＲＯＵＰ ＣＯ．，ＬＴＤ．） 

(２)新商号実施日   平成19年10月１日 

(３)事業内容     純粋持株会社 

(４)本店所在地    東京都中野区中野４丁目３番２号 

(５)代表者      取締役社長 青井 浩 

(６)資本金      ３５９億円 

(７)決算期      ３月31日 

  

 小売事業、小売関

連サービス事業 

(a) 

カード事業 

(b) 

分割会社の実績 

(c)  

 比率 

 (a/c) 

比率 

(b/c) 

売上高  406,266百万円 51,975百万円  458,241百万円  88.7% 11.3% 

  小売事業、小売関連サービス事業  カード事業 

 流動資産  32,822百万円 197,178百万円 

 固定資産   249,204百万円    11,357百万円 

  資産合計   282,026百万円   208,536百万円  

 流動負債   38,288百万円    67,389百万円  

 固定負債    6,715百万円    20,920百万円  

 負債合計   45,004百万円    88,309百万円  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ 転換社債の転換価格、転換により発行する株式及び転換請求期間は次のとおりです。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりです。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における

１年ごとの返済予定額は次のとおりです。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

㈱丸井 

「第３回」無担保社債 
平成13年 
11月19日 

40,000 40,000 0.99 なし 
平成20年 
11月19日 

「第４回」無担保社債 
平成14年 
６月３日 

20,000 20,000 1.15 〃 
平成21年 
６月３日 

「第５回」無担保社債 
平成14年 
６月３日 

20,000 20,000 1.70 〃 
平成24年 
６月３日 

「第６回」無担保社債 
平成19年 
３月30日 

― 10,000 
0.75 

 （変動）
〃 

 平成22年  
３月31日 

「第７回」無担保社債 
平成19年 
３月30日 

― 5,000 
0.906 

 （変動）
〃 

 平成22年  
 ３月31日  

「第９回」無担保転換社債 

（注）１ 

平成８年 
９月24日 

39,838 39,838 1.15 〃 
平成24年 
１月31日 

合計 ― ― 119,838 134,838 ― ― ― 

銘柄 転換価格 転換により発行する株式 転換請求期間 

「第９回」無担保転換社債 2,153円 普通株式 
平成８年11月１日から 

平成24年１月30日まで 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

―  40,000 35,000  ―  39,838 

  
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 50,287 71,870 1.37 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,450 6,600 1.33 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 9,600 6,000 1.33 
平成20年４月～
  平成22年３月

その他の有利子負債 

コマーシャル・ペーパー 

  受入保証金及び預り金 

  

20,000 

144 

  

20,000 

143 

  

0.69 

0.52 

  

平成19年５月 

平成19年４月～ 
  平成21年11月

合計 81,481 104,613 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 3,000 3,000 ― ― 

その他の有利子負債 0 0 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金     30,647     35,858  

２ 売掛金  ※５   －     14,099  

３ 割賦売掛金  ※１   28,760     3,786  

４ 営業貸付金  ※２   200,461     189,343  

５ 営業立替金  ※３   1,530     1,719  

６ 商品     11,710     8,800  

７ 貯蔵品      163     170  

８ 前払費用     128     163  

９ 繰延税金資産     2,080     790  

10 関係会社短期貸付金     60,955     105,991  

11 未収入金   ※４   7,511     3,510  

12 その他 ※５   8,096     8,207  

      計     352,047     372,441  

貸倒引当金     △7,000     △7,200  

流動資産合計     345,047 54.3   365,241 55.5 

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産              

（1）建物   241,898     226,235    

減価償却累計額   156,550 85,348   147,824 78,410  

（2）構築物   4,355     3,890    

減価償却累計額   3,451 904   3,125 764  

（3）車両運搬具   53     52    

減価償却累計額   36 16   41 11  

（4）器具備品   32,221     30,019    

減価償却累計額   21,542 10,679   20,571 9,448  

（5）土地     97,713     96,426  

（6）建設仮勘定     2,217     5,561  

有形固定資産合計     196,879 31.0   190,623 28.9 

２ 無形固定資産              

（1）借地権     653     653  

（2）ソフトウェア      －     1,567  

（3）その他     257     188  

無形固定資産合計     910 0.1   2,408 0.4 

３ 投資その他の資産              

（1）投資有価証券     34,500     32,739  

（2）関係会社株式     4,783     5,272  

（3）出資金      8     8  

（4）差入保証金 ※５   49,994     49,732  

（5）長期前払費用     1,635     2,751  

（6）繰延税金資産      －     8,080  

（7）その他     1,635     1,750  

投資その他の資産合計     92,558 14.6   100,335 15.2 

固定資産合計     290,348 45.7   293,368 44.5 

資産合計     635,396 100.0   658,609 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 買掛金 ※５   28,848     25,042  

２ 短期借入金     34,000     59,250  

３ 関係会社短期借入金     7,758     16,429  

４ コマーシャル・ペーパー     20,000     20,000  

５ 未払金 ※５   14,390     8,867  

６ 未払費用 ※５   8,452     4,848  

７ 未払法人税等     9,899     260  

８ 預り金  ※５   243     15,678  

９ 賞与引当金     740     760  

10 利息返還損失引当金     1,110     －  

11 その他 ※５   780     1,304  

流動負債合計     126,222 19.9   152,440 23.2 

Ⅱ 固定負債              

１ 社債     80,000     95,000  

２ 転換社債     39,838     39,838  

３ 長期借入金     3,300     3,000  

４ 繰延税金負債     2,970     －  

５ 役員退職慰労引当金     726     －  

６ 利息返還損失引当金      －     20,900  

７ その他     2,912     2,656  

固定負債合計     129,747 20.4   161,394 24.5 

負債合計     255,969 40.3   313,835 47.7 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金  ※６   35,920 5.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１ 資本準備金     91,273     －  

２ その他資本剰余金              

（1）自己株式処分差益   0 0   － －  

資本剰余金合計     91,274 14.4   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１ 利益準備金     8,980     －  

２ 任意積立金              

（1）固定資産圧縮積立金   6,635     －    

（2）特別償却準備金   219     －    

（3）別途積立金   244,600 251,454   － －  

３ 当期未処分利益     27,281     －  

利益剰余金合計     287,715 45.3   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     7,623 1.2   － － 

Ⅴ 自己株式  ※７   △43,108 △6.8   － － 

資本合計     379,426 59.7   － － 

負債・資本合計     635,396 100.0   － － 

               

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   35,920 5.4 

２ 資本剰余金               

（1）資本準備金   －     91,273     

（2）その他資本剰余金   －     0     

資本剰余金合計      － －   91,274 13.9 

３ 利益剰余金               

（1）利益準備金   －     8,980     

（2）その他利益剰余金               

固定資産圧縮積立金   －     6,878     

特別償却準備金   －     146     

別途積立金   －     250,600     

繰越利益剰余金    －     7,433     

利益剰余金合計      － －   274,039 41.6 

４ 自己株式     － －   △61,421 △9.3 

株主資本合計      － －   339,813 51.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価
差額金 

    － －   4,960 0.7 

評価・換算差額等合計      － －   4,960 0.7 

純資産合計      － －   344,773 52.3 

負債純資産合計      － －   658,609 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 商品売上高  ※１   436,496 
87.8 

(100.0)
  － － 

Ⅱ 商品売上原価               

 １ 商品期首たな卸高    13,072     －     

  ２ 当期商品仕入高  ※５ 337,960     －     

     合計   351,032     －     

  ３ 商品期末たな卸高   11,710 339,322 (77.7) － －   

    商品売上総利益     97,173 (22.3)  －   

Ⅲ その他の営業収入   ※２             

  １ 割賦手数料     1,586     －   

  ２ サービス               

（1）消費者ローン利息収入   51,896     －     

（2）その他サービス  ※３ 3,889 55,786   － －   

 ３ 不動産賃貸収入     3,000     －   

     計     60,373 12.2   － － 

Ⅳ その他の営業原価               

    不動産賃貸原価  ※４   1,374     －   

    その他の営業総利益     58,998     －   

Ⅰ  小売事業売上高  ※１   － 
－ 
－ 

  402,795 
87.9 

(100.0)

Ⅱ 小売事業売上原価  ※５   － －   314,099 (78.0)

  小売事業売上総利益     － －   88,695 (22.0)

Ⅲ カード事業収益  ※２            

  １ 消費者ローン利息収入   －     49,541    

  ２ 割賦手数料   －     727    

  ３ その他  ※３ － － － 1,706 51,975 11.3 

Ⅳ 小売関連サービス事業収益     － －   3,470 0.8 

Ⅴ 小売関連サービス事業原価 ※４   －     1,478  

  小売関連サービス事業総利益     －     1,992  

売上総利益     156,171 31.4   142,663 31.1 

Ⅵ 販売費及び一般管理費              

   １ 広告宣伝販促費   12,878     8,221     

  ２ 貸倒損失   1,703     884     

  ３ 貸倒引当金繰入額   6,999     7,199     

  ４ 給料手当   7,707     8,071     

  ５ 賞与引当金繰入額   740     760     

  ６ 利息返還損失引当金繰入額   1,110     3,406     

  ７ 業務委託料   25,064     23,103     

  ８ 支払手数料   9,361     12,277     

  ９ 地代家賃   17,826     17,266     

  10 減価償却費   15,723     15,022     

  11 その他   23,512 122,627 24.6 20,772 116,985 25.5 

営業利益     33,544 6.8   25,677 5.6 

 



  

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 営業外収益              

  １ 受取利息   569     852     

  ２ 受取配当金  ※５ 295     2,587     

  ３ 固定資産受贈益  ※５ 2,351     3,376     

  ４ その他  ※５ 1,091 4,307 0.8 1,213 8,029 1.7 

Ⅷ 営業外費用               

  １ 支払利息   421     738     

   ２ 社債利息   1,424     1,424     

  ３ その他   95 1,941 0.4 311 2,474 0.5 

経常利益     35,910 7.2   31,232 6.8 

Ⅸ 特別利益              

  １ 固定資産売却益  ※６ 126     513     

  ２ 投資有価証券売却益   －     272     

  ３ 事業譲渡益  ※７ 400 526 0.1 － 785 0.2 

Ⅹ 特別損失              

  １ 固定資産除却損  ※８ 3,118     6,388     

  ２ 固定資産売却損  ※９ 849     18     

  ３ 店舗閉鎖損  ※10 652     2,198     

  ４ 減損損失  ※11 1,047     4,775     

  ５ 投資有価証券評価損   6     23     

  ６ 投資有価証券売却損   －     7     

  ７ 前期損益修正損  ※12 349     891     

  ８ 利息返還損失引当金繰入額  ※13 － 6,023 1.2 19,090 33,394 7.3 

 税引前当期純利益(△損失)     30,413 6.1   △1,375 △0.3 

法人税、住民税及び事業税   13,000     7,000    

法人税等調整額   △1,583 11,416 2.3 △8,036 △1,036 △0.2 

当期純利益(△損失)     18,996 3.8   △338 △0.1 

前期繰越利益     8,284     －  

当期未処分利益     27,281     －  

               



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  （注）１ 配当金は自己株式を除いて計算しております。 

２ 固定資産圧縮積立金、特別償却準備金の取崩額及び積立額は、租税特別措置法にもとづくものです。 

３ 日付は株主総会承認年月日です。 

   
前事業年度 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     27,281 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１ 固定資産圧縮積立金取崩額   28  

２ 特別償却準備金取崩額   64 92 

合計     27,374 

Ⅲ 利益処分額      

１ 配当金     9,420 

２ 任意積立金      

（1）固定資産圧縮積立金   29  

（2）特別償却準備金   24  

（3）別途積立金   6,000 6,053 

合計     15,474 

Ⅳ 次期繰越利益     11,900 

       



株主資本等変動計算書 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） （単位 百万円）

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他
資本 
剰余金 

 資本 
剰余金
 合計 

利益 
準備金

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

固定資
産圧縮
積立金

特別 
償却 

準備金

 別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 35,920 91,273 0 91,274 8,980 6,635 219 244,600 27,281 287,715 △43,108 371,803 

事業年度中の変動額                        

剰余金の配当（注）                 △9,420 △9,420   △9,420 

剰余金の配当（中間配当）                 △3,917 △3,917   △3,917 

固定資産圧縮積立金の積立
（注） 

          29     △29 －   － 

固定資産圧縮積立金の積立            243     △243 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注） 

          △28     28 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩            △1     1 －   － 

特別償却準備金の積立
（注） 

            24   △24 －   － 

特別償却準備金の積立              15   △15 －   － 

特別償却準備金の取崩
（注） 

            △64   64 －   － 

特別償却準備金の取崩              △48   48 －   － 

別途積立金の積立（注）               6,000 △6,000 －   － 

当期純損失                 △338 △338   △338 

自己株式の取得と処分     0 0             △18,313 △18,312 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額） 

                        

事業年度中の変動額合計 － － 0 0 － 243 △72 6,000 △19,847 △13,676 △18,313 △31,989 

平成19年３月31日 残高 35,920 91,273 0 91,274 8,980 6,878 146 250,600 7,433 274,039 △61,421 339,813 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 7,623 7,623 379,426 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △9,420 

剰余金の配当（中間配当）      △3,917 

固定資産圧縮積立金の積立
（注） 

    － 

固定資産圧縮積立金の積立      － 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注） 

    － 

固定資産圧縮積立金の取崩      － 

特別償却準備金の積立（注）     － 

特別償却準備金の積立      － 

特別償却準備金の取崩
（注）  

    － 

特別償却準備金の取崩     － 

別途積立金の積立（注）     － 

当期純損失     △338 

自己株式の取得と処分     △18,312 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額） 

△2,663 △2,663 △2,663 

事業年度中の変動額合計 △2,663 △2,663 △34,653 

平成19年３月31日 残高 4,960 4,960 344,773 



○ 重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

         同左 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によっております。 

時価のないもの  

移動平均法による原価法によっております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの  

         同左   

   

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品については売価還元法による原価法によって

おります。 

(1）          同左 

(2）貯蔵品については 終仕入原価法によっておりま

す。 

(2）          同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 ３ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

法人税法所定の耐用年数にもとづく定率法によっ

ております。ただし、建物のうち営業店舗用建物

については会社独自の耐用年数を採用しておりま

す。 

同左 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

法人税法所定の耐用年数にもとづく定額法によっ

ております。 

法人税法所定の耐用年数にもとづく定額法によって

おります。ただし、自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間(５年以内)にもとづ

く定額法を採用しております。 

４ 引当金の計上基準 ４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 

    （追加情報） 

平成18年10月13日に日本公認会計士協会より、業

種別委員会報告第37号「消費者金融会社等の利息

返還請求による損失に係る引当金の計上に関する

監査上の取扱い」が公表されたことから、当事業

年度において、計上方法の見直しをおこないまし

た。これにともない、期首時点の貸倒引当金のう

ち貸付金に充当される利息返還損失見込額部分   

599百万円を利息返還損失引当金に振替えておりま

す。 

(2）賞与引当金   (2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のう

ち当期負担額を計上しております。 

同左 

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）利息返還損失引当金 (3）利息返還損失引当金 

   消費者ローン利息の返還損失に備えるため、当事

業年度末における利息の返還見込額を計上してお

ります。 

同左 

  （追加情報） 

平成18年１月に「貸金業の規制等に関する法律」

のみなし弁済規定の適用に係る 高裁の判決が出

されたことにともない、今後、消費者ローン利息

の返還額の増加が見込まれるため、当事業年度末

より利息返還損失引当金を計上することとしまし

た。これにより、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益がそれぞれ 1,110百万円減少しており

ます。 

  （追加情報） 

平成18年10月13日に日本公認会計士協会より、業

種別委員会報告第37号「消費者金融会社等の利息

返還請求による損失に係る引当金の計上に関する

監査上の取扱い」が公表されたことから、当事業

年度において、計上方法の見直しをおこないまし

た。これにともない、「利息返還損失引当金繰入

額」19,090百万円を特別損失として計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるため、支給内規に

もとづく所要額を計上しております。 

――――― 

    （追加情報） 

従来、役員の退職慰労金支給に備えるため、支給

内規にもとづく所要額を計上しておりましたが、

平成18年６月の定時株主総会において、役員退職

慰労金制度の廃止にともない退職慰労金を退任時

に打ち切り支給することが承認可決されました。

これにより、役員退職慰労金の未払額 798百万円

を固定負債の「その他」へ振替えております。 

５ 売上及び売上利益計上基準 ５ 売上及び売上利益計上基準 

商品売上高は、顧客との契約が成立したときに計上

しております。なお、割賦販売による商品売上利益

の計上は、販売時に行っております。 

割賦販売による割賦手数料及び消費者ローン利息収

入（自社ローン）の計上は、残債方式による発生基

準によっております。 

同左 

６ 消費税等の処理方法 ６ 消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。ただし、資産にかかわる控除対象外

消費税等は、発生した事業年度の期間費用としてお

ります。 

同左 



○ 会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「 

固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。これにより税引前当期純利益は 1,047百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則にもとづき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  

――――― 

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は344,773

百万円です。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正にともない、改正後

の財務諸表等規則により作成しております。 

  

――――― 

  

  

  

  

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等  

 の一部改正） 

当事業年度より、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及

び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員会 終改正平成

18年８月11日 企業会計基準適用指針第２号）を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正による貸借対照表の表示

に関する変更は以下のとおりです。 

前事業年度において資本に対する控除項目として「資

本の部」の末尾に表示しておりました「自己株式」

は、当事業年度から株主資本に対する控除項目として

「株主資本」の末尾に表示しております。  



○ 表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

――――― 

  

（貸借対照表関係） 

従来、「割賦売掛金」に含めて表示しておりました「売

掛金」（前事業年度末4,573百万円）は、金額的重要性

が増加したため、当事業年度より区分掲記しておりま

す。 

  

――――― 

  

  

（損益計算書関係） 

当事業年度より、売上高及び売上原価の内訳科目の区分

方法を変更しております。 

なお、変更後の区分方法に基づいた前事業年度の売上高

及び売上原価の内訳は次のとおりです。 

区分  

金額（百万円） 

前事業年度 

Ⅰ 小売事業売上高   436,496

Ⅱ 小売事業売上原価   339,322

   小売事業売上総利益   97,173

Ⅲ カード事業収益     

  １ 消費者ローン利息収入 51,896   

  ２ 割賦手数料 1,586   

  ３ その他 3,634 57,116

Ⅳ 小売関連サービス事業収益   3,256

Ⅴ 小売関連サービス事業原価   1,374

     小売関連サービス事業総利益   1,881

     



○ 注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 割賦売掛金は、現金販売価格による売掛金残高で 

 す。 

※１          同左 

※２ 営業貸付金は、消費者ローン（自社ローン）の貸 

 付金残高です。 

※２          同左  

※３ 営業立替金は、銀行系・信販系カードローンなど 

 の取扱いにかかわる未精算金です。 

※３          同左 

※４ 当期末の未収消費税額等は、僅少のため、未収入 

 金に含めて表示しております。 

※４          同左 

※５ 関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで 

 す。 

  百万円

差入保証金 9,028 

（１年内期日到来予定額 

  流動資産「その他」を含む） 

未払金 7,636 

上記以外の流動負債 12,164 

※５ 関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで 

 す。 

  百万円

売掛金 9,959 

差入保証金 8,873 

（１年内期日到来予定額 

  流動資産「その他」を含む） 

預り金 15,445 

上記以外の流動負債 7,149 

※６ 会社が発行する株式の総数 

  普通株式 1,400,000千株

発行済株式総数 普通株式 368,660千株

 

※７ 会社が保有する自己株式の数 

 
普通株式 32,217千株

 

○ 配当制限 
 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は  

7,623百万円です。 

 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 商品売上高のうち、現金売上高の比率は61.8％で

す。 

※１ 小売事業売上高のうち、現金売上高の比率は

54.0％です。 

※２ 当社の主たる業務は小売業であり、割賦手数料及

び消費者ローン（自社ローン）の利息収入に対応

する金融費用の区分認識は行っておりません。 

※２          同左 

※３ その他サービスは、自社カードの年会費、銀行

系・信販系・カードローンの事務代行手数料など

の収入です。 

※３ その他は、自社カードの年会費、銀行系・信販

系・カードローンの事務代行手数料などの収入で

す。 

※４ 不動産賃貸原価の内容は、支払家賃804百万円、減

価償却費392百万円、その他177百万円です。 

※４ 小売関連サービス事業原価の内容は、支払家賃735

百万円、減価償却費541百万円、その他201百万円

です。        

※５ 関係会社との取引によるものが、次のとおり含ま 

れております。 

  百万円

商品仕入高 120,255 

固定資産受贈益 818 

その他営業外収益 765 

※５ 関係会社との取引によるものが、次のとおり含ま 

れております。 

  百万円

小売事業売上原価 109,316 

受取配当金 2,287 

固定資産受贈益 989 

その他営業外収益 1,315 

※６ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 ※６ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

  百万円

土地 126 

  百万円

土地他 513 

    

※７ 事業譲渡益は、当社の保険代理店事業等を子会社

㈱エポスカードへ営業譲渡したことによるもので

す。 

※７         ――――― 

※８ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 ※８ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。 

  百万円

建物 2,186 

器具備品 698 

撤去費用他 232 

合計 3,118 

  百万円

建物 4,548 

撤去費用 1,110 

器具備品他 728 

合計 6,388 

※９ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。 ※９ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。 

  百万円

土地 604 

建物 244 

合計 849 

  百万円

無形固定資産他 18 

    

※10 店舗閉鎖損の内容は次のとおりです。 ※10 店舗閉鎖損の内容は次のとおりです。 

  百万円

撤退補償金 368 

原状回復費用 284 

合計 652 

  百万円

原状回復費用 1,371 

撤退補償金 827 

合計 2,198 

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※11 当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

※11 当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

  （単位 百万円）

用途 場所 種類 金額 

店 舗 
丸井藤沢店 
神奈川県藤沢市 
（平成18年２月閉鎖） 

建 物 635

構築物  15

器具備品 13

その他 茨城県土浦市 

土 地 251

建 物 121

構築物 6

器具備品 2

合 計 1,047

  （単位 百万円）

用途 場所 種類 金額 

店 舗 

マルイファミリー志木 
埼玉県志木市 

建 物 2,549 

土 地 844

郡山店 
福島県郡山市 
（平成20年２月閉鎖予定） 

建 物 879 

構築物 11 

  器具備品  26 

津田沼店 
千葉県習志野市 

（平成19年２月閉鎖） 

建 物 298 

構築物 13 

    器具備品  22 

その他 

茨城県水戸市 土 地 51 

福島県郡山市 土 地 44

群馬県前橋市 土 地 34

合 計 4,775 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す 小単位

として店舗を基本単位とし、また、賃貸不動産等

については物件単位ごとにグルーピングしており

ます。 

    上記の資産について、閉鎖が予定されている店舗、

売却が予定されている資産グループ及び市場価格

が帳簿価額より著しく下落している資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少 

    額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、土地については路

線価方式による相続税評価額を基準に評価し、ま

た、店舗については閉鎖後、店舗設備の廃棄を予

定していることから、正味売却価額を零として評

価しております。   

当社は、キャッシュ・フローを生み出す 小単位

として店舗を基本単位とし、また、賃貸不動産等

については物件単位ごとにグルーピングしており

ます。 

上記の資産について、継続して営業損失が発生し 

ている店舗、閉鎖が予定されている店舗、売却が 

予定されている資産グループ及び市場価格が帳簿

価額より著しく下落している資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。 

なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味

売却価額または使用価値により測定しており、正

味売却価額は、土地については路線価方式による

相続税評価額を基準に評価し、閉鎖または閉鎖予

定店舗については閉鎖後、店舗設備の廃棄を予定

していることから、正味売却価額を零として評価

しております。また、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを５％で割引いて算定しております。 

※12 前期損益修正損は、前事業年度に退職一時金制度 

・適格退職年金制度の終了処理を行いましたが、

適格退職年金制度廃止の結果、年金受給権者への

年金現価額による分配額が当初見積りより増加し

たため、当社への剰余金の返還額が減少したこと

によるものです。  

※12 前期損益修正損は、当事業年度において、未収利 

息を不計上とする債権の延滞期間を従来の１年超

から６ヵ月超へ見直したことによる期首時点の未

収利息の計上差額です。  

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※13 

――――― 

※13 利息返還損失引当金繰入額は、平成18年10月13日

に日本公認会計士協会より、業種別委員会報告第

37号「消費者金融会社等の利息返還請求による損

失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱い」

が公表されたことから、期首時点における当該報

告にもとづく引当金計上額と前期の見積方法によ

る引当金計上額との差額を計上しております。 

なお、中間会計期間末には当該特別損失を9,690  

百万円計上しておりますが、中間会計期間末以降

の返還実績の蓄積および当社の「キャッシング」

金利の引下げによる見積り対象範囲の限定によ

り、見積り精度が向上したことで、期首時点にお

ける引当金計上額の再計算を行いました。これに

より、当該特別損失の計上額が中間会計期間末よ

り9,400百万円増加しております。 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加10,005,928株は、市場買付による取得10,000,000株及び単元未満株式の 

      買取りによる増加5,928株です。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少493株は、単元未満株式の売却による減少です。 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成19年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）１,２ 32,217,405 10,005,928 493 42,222,840 

合計 32,217,405 10,005,928 493 42,222,840 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ オペレーティング・リース取引 １ オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

    百万円 

１年内 4,017 

１年超 20,729 

合計 24,746 

    百万円 

１年内 5,452 

１年超 27,369 

合計 32,822 

（貸主側） （貸主側） 

未経過リース料   

    百万円 

１年内 49 

１年超 － 

合計 49 

 ―――――― 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   百万円 

減価償却超過額 6,269 

賞与引当金否認額 301 

未納事業税 807 

利息返還損失引当金 451 

その他 1,270 

繰延税金資産合計 9,100 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 4,554 

その他有価証券評価差額金 5,232 

その他 202 

繰延税金負債合計 9,990 

繰延税金負債の純額 890 

（繰延税金資産）   百万円 

減価償却超過額 5,221 

賞与引当金否認額 309 

利息返還損失引当金 8,506 

減損損失 1,552 

その他 2,033 

繰延税金資産小計 17,622 

評価性引当金  △452 

繰延税金資産合計  17,170 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 4,721 

その他有価証券評価差額金 3,404 

その他 174 

繰延税金負債合計 8,300 

繰延税金資産の純額 8,870 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

    ％ 

法定実効税率 40.7  

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.3 

住民税均等割 0.1 

ＩＴ投資促進税制による税額控除 △2.4 

その他 △0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.5  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

   税引前当期純損失のため記載しておりません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりです。 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,127円76銭    1,056円 17銭 

１株当たり当期純利益 55円76銭   △ 1円 03銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 53円47銭   ― 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当

たり当期純損失であるため記

載しておりません。 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（百万円） 18,996 △338 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円））  (―)  (―) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 18,996 △338 

普通株式の期中平均株式数（千株） 340,716 328,665 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（百万円） 276 ― 

（うち支払利息（税額相当額控除後）（百万円）） (271)  (―) 

普通株式増加数（千株） 19,721 70 

（内訳） 転換社債（千株） (18,503)  (―) 

     新株予約権（千株） (1,217) (70) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 ― 

「第９回」無担保転換社債

(未償還残高39,838百万)  

  新株予約権の概要は「第４

提出会社の状況 １ 株式等

の状況 (2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりです。



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社は、平成18年５月23日開催の取締役会において、会社法第165条第２項による定款の規定に基づいて、自己株式

の取得を決議いたしました。 

（取得する株式の種類 普通株式、取得株式総数 上限10,000,000株、取得価額の総額 上限22,000百万円、取得する

期間 平成18年５月24日より平成18年９月22日まで） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

自己株式の取得について 

当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において、会社法第165条第３項による定款の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づいて、自己株式の取得を決議いたしました。 

（取得する株式の種類 普通株式、取得株式総数 上限40,000,000株、取得価額の総額 上限65,000百万円、取得する

期間 平成19年５月16日より平成20年３月19日まで） 

自己株式の消却について 

当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を決議いたしま

した。 

   １．消却する株式の種類    当社普通株式 

   ２．消却する株式の数      40,000,000株  （消却前発行済株式総数に対する割合 10.9％） 

   ３．消 却 額        58,187百万円 

   ４．消却日          平成19年６月28日   

   (参考）消却後の発行済株式総数  328,660,417株   

 会社分割による純粋持株会社への移行及び商号変更について 

 平成19年５月21日開催の取締役会において、下記のとおり平成19年10月１日付で、小売事業等を新設分割により  

１００％子会社である株式会社丸井（以下、「新設分割設立会社」という）に承継させることを決議いたしまし

た。カード事業は吸収分割により同じく１００％子会社の株式会社エポスカード（以下、「吸収分割承継会社」と

いう）へ承継させることを決議いたしました。 

 これにより当社は純粋持株会社に移行しますが、商号につきましては「株式会社丸井グループ」に変更し、引き

続き上場会社となる予定です。 

 なお、新設分割の計画、吸収分割の契約及び定款の一部変更による商号変更のいずれも、平成19年６月28日開催

の第71回定時株主総会において承認されております。 

  

１．会社分割（純粋持株会社制移行）の目的 

当社は従来から事業持株会社としてグループ経営を行い、小売事業を中心にカード事業、小売関連サービス事業を

広く展開し成長戦略をすすめてまいりました。小売事業は丸井店舗事業、ＳＰＡ・専門店事業、Ｅコマースと更な

る拡大・分社化が進み、またカード事業は従来のハウスカードにビザカードを加えた新しい「エポスカード」の発

行がスタートし順調に拡大しております。 

 今後は小売事業とカード事業の融合を更に進め、「若者のライフスタイルを応援する」という丸井グループのめ

ざす方向性に向けて、新規事業の開発、他社との戦略的提携等を積極的に行い、新たな成長戦略を展開してまいり

ます。 

 従って、今後はグループ戦略の立案と事業執行の役割が明確になる純粋持株会社制への移行が 適であると考

え、「お客さまのお役に立つために進化し続ける」「人の成長＝企業の成長」の理念のもと、更なる企業価値の向

上に取り組んでまいります。 

 

２．会社分割の要旨 

(１)分割の日程 

 新設分割計画および吸収分割契約承認取締役会     平成19年５月21日 

 吸収分割契約締結                  平成19年５月21日 

 新設分割計画および吸収分割契約承認株主総会     平成19年６月28日 

 新設分割（設立登記日）および吸収分割の効力発生日  平成19年10月１日（予定） 

 



当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(２)分割方式 

①当社を分割会社とし、新設する100％子会社に当社の小売事業等を承継する新設分割及び、既存の100％子会社に

当社のカード事業を承継する吸収分割です。 

②新設分割設立会社は普通株式1,000株を発行し、そのすべてを当社に割当てます。吸収分割承継会社は当社の

100％子会社であり、分割の前後で当社の持分比率に変化はないため、新株の割当ては行いません。 

(３)分割に係る割当ての内容の算出根拠 

 新設分割設立会社及び吸収分割承継会社ともに当社の100％子会社であり、当該会社分割は当社単独での分割であ

ることから、第三者機関による算定は実施しておりません。なお、当該新設分割に係る割当株式数は、新設分割設

立会社の資本金の額等を考慮し、決定いたしました。 

(４)分割により減少する資本金等 

  該当事項はありません。  

(５)分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

 当社は新株予約権及び転換社債を発行していますが、本分割によるこれらの取扱いに変更はありません。  

(６)新設分割設立会社及び吸収分割承継会社が承継する権利義務 

 新設分割設立会社及び吸収分割承継会社が当社から承継する権利義務は、平成19年５月21日付各分割計画書、分

割契約書に定めるところにより、分割効力発生日現在において当社が分割対象事業に関して有する資産、債務、契

約上の地位その他の権利義務といたします。なお、新設分割設立会社及び吸収分割承継会社が当社から承継する債

務については当社は重畳的債務引受をいたします。  

(７)債務履行の見込み 

 当社および新設分割設立会社、吸収分割承継会社ともに、分割期日以降の債務履行の見込みについては問題ない

と判断しています。  

３．分割当事会社の概要  

  （注）新設分割設立会社の概要は、平成19年3月31日時点での見込みです。   

  
 分割会社 

(平成19年3月31日現在) 

新設分割設立会社 

(平成19年10月1日予定) 

吸収分割承継会社 

(平成19年3月31日現在) 

 (1)商号 

株式会社丸井 

(株式会社丸井グループに商号

変更予定) 

  株式会社丸井  株式会社エポスカード 

 (2)事業内容 
 小売事業、カード事業、 

小売関連サービス事業 

 小売事業、 

小売関連サービス事業 
 カード事業 

 (3)設立年月日  昭和12年3月30日  平成19年10月1日(予定)   平成16年10月1日 

 (4)本店所在地 
 東京都中野区中野 

４丁目３番２号 

 東京都中野区中野 

４丁目３番２号 

 東京都中野区中野 

４丁目３番２号 

 (5)代表者 
代表取締役社長 

青井 浩  

代表取締役社長 

青井 浩  

代表取締役社長 

峠 光明  

 (6)資本金  35,920百万円 100百万円(予定)  1,000百万円  

 (7)発行済株式数  3億6,866万株   1,000株 4,000株  

 (8)純資産  344,773百万円 230,166百万円(予定)  3,062百万円  

 (9)総資産   658,609百万円  273,734百万円(予定)   72,725百万円 

(10)決算期  3月31日  3月31日  3月31日  

(11)大株主及び 

  持株比率  

日本マスタートラスト 

信託銀行㈱(信託口)    7.0% 
 丸井グループ 100% ㈱丸井     100%  

  
㈱日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱(信託口)   6.1% 
    

  

ビー・エヌ・ピー・パリバ・

セキュリティーズ(ジャパン)

リミテッド            2.6% 

    

  ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  2.5%     

  
日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱(信託口)      2.4% 
    

 



当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．分割する事業部門の概要 

(１)分割する部門の事業内容 

 当社が営む小売事業等およびカード事業 

(２)分割する部門の平成19年３月期における経営成績    

        

(３)分割する部門の資産、負債の項目    

（注）平成19年３月31日現在の貸借対照表を基準に算出しているため、実際に分割する金額は、上記金額と異なり

ます。 

 

５．新設分割設立会社の状況 

(１)商号       株式会社丸井（英文社名：ＭＡＲＵＩ ＣＯ．，ＬＴＤ．） 

(２)事業内容     百貨店業を中心とした小売業等 

(３)本店所在地    東京都中野区中野４丁目３番２号 

(４)代表者      取締役社長 青井 浩 

(５)資本金      １億円 

(６)決算期      ３月31日 

 

６．吸収分割承継会社の状況 

(１)商号       株式会社エポスカード（英文社名：ＥＰＯＳ ＣＡＲＤ ＣＯ．，ＬＴＤ．） 

(２)事業内容     クレジットカード事業等 

(３)本店所在地    東京都中野区中野４丁目３番２号 

(４)代表者      代表取締役社長 峠 光明 

(５)資本金      10億円 

(６)決算期      ３月31日 

 

７．会社分割後の上場会社の状況（商号変更） 

(１)商号       株式会社丸井グループ（英文社名：ＭＡＲＵＩ ＧＲＯＵＰ ＣＯ．，ＬＴＤ．） 

(２)新商号実施日   平成19年10月１日 

(３)事業内容     純粋持株会社 

(４)本店所在地    東京都中野区中野４丁目３番２号 

(５)代表者      取締役社長 青井 浩 

(６)資本金      ３５９億円 

(７)決算期      ３月31日 

  

 小売事業、小売関

連サービス事業 

(a) 

カード事業 

(b) 

分割会社の実績 

(c)  

 比率 

 (a/c) 

比率 

(b/c) 

売上高  406,266百万円 51,975百万円  458,241百万円  88.7% 11.3% 

  小売事業、小売関連サービス事業  カード事業 

 流動資産  32,822百万円 197,178百万円 

 固定資産   249,204百万円    11,357百万円 

  資産合計   282,026百万円   208,536百万円  

 流動負債   38,288百万円    67,389百万円  

 固定負債    6,715百万円    20,920百万円  

 負債合計   45,004百万円    88,309百万円  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 6,962 9,260 

東宝㈱ 3,223,500 7,414 

三井不動産㈱ 1,245,000 4,307 

㈱オンワード樫山 2,481,112 4,066 

野村ホールディングス㈱ 1,233,750 3,028 

㈱みずほフィナンシャルグループ 924 701 

㈱横浜銀行 515,782 453 

日本興亜損害保険㈱ 441,000 445 

三井住友海上火災保険㈱ 294,000 434 

㈱大和証券グループ本社 272,545 387 

その他34銘柄 2,815,354 2,239 

計 12,529,930 32,739 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１  有形固定資産の当期増加額は、店舗の新設・増設及び改装等によるもので、その主なものは次のとおりで

す。 

２ 当期減少額のうち、建物は店舗の改装・閉鎖に伴なう除却及び減損処理等によるものであり、その主なもの

は旧マルイシティ新宿10,727百万円、所沢店2,762百万円、マルイファミリー志木2,590百万円です。なお、

建設仮勘定は固定資産本勘定等への振替によるものです。 

３ 無形固定資産については、資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期

減少額」の記載を省略しております。 

４ 当期償却額15,563百万円は、「販売費及び一般管理費」に15,022百万円、「その他の営業原価」に541百万

円それぞれ計上しております。 

５ 当期減少額欄の（内書）は、減損損失の計上額です。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産              

建物 241,898 14,465 
30,128 

(3,726)
226,235 147,824 12,402 78,410 

構築物 4,355 37 
503 

(24)
3,890 3,125 86 764 

車両運搬具 53 ― 0 52 41 5 11 

器具備品 32,221 2,357 
4,559 

(49)
30,019 20,571 2,755 9,448 

土地 97,713 2 
1,288 

(974)
96,426 ― ― 96,426 

建設仮勘定 2,217 22,530 19,186 5,561 ― ― 5,561 

有形固定資産計 378,460 39,393 
55,667 

(4,775)
362,186 171,563 15,248 190,623 

無形固定資産              

借地権 ― ― ― 653 ― ― 653 

ソフトウェア ― ― ― 1,705 138 138 1,567 

その他 ― ― ― 1,374 1,185 56 188 

無形固定資産計 ― ― ― 3,732 1,323 194 2,408 

投資その他の資産              

長期前払費用 1,886 1,248 39 3,095 344 120 2,751 

投資その他の資産計 1,886 1,248 39 3,095 344 120 2,751 

繰延資産              

― ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  

繰延資産計 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  

区分 名称 金額（百万円） 

 建物 

 なんばマルイ 3,080 

 大宮店 2,586 

 マルイシティ新宿－１ 2,576 

 建設仮勘定 

 有楽町店（仮称） 3,702 

 なんばマルイ 2,682 

 大宮店 2,493 

 マルイシティ新宿－１ 2,491 



【引当金明細表】 

（注） 役員退職慰労引当金の当期減少額（その他）欄は同制度の廃止による取崩しです。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 7,000 7,199 6,999 ― 7,200 

賞与引当金 740 760 740 ― 760 

利息返還損失引当金 1,110 23,096 3,306 ― 20,900 

役員退職慰労引当金 726 ― 99 626 ― 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１ 現金及び預金 

２ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）回収状況  

区分 金額（百万円） 

現金 7,980 

預金  

当座預金 26,318 

普通預金 594 

別段預金 1 

郵便貯金 962 

預金計 27,877 

合計 35,858 

相手先 金額（百万円） 

㈱エポスカード 9,959 

三井住友カード㈱ 602 

㈱ジェーシービー 540 

㈱クレディセゾン 438 

㈱ディーシーカード 397 

その他 2,161 

計 14,099 

前期末残高 

（百万円） 

当期発生額 

（百万円） 

当期回収額 

（百万円） 

期末残高 

（百万円） 
期中回収割合（％） 回転日数（日） 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） 
（Ｃ） 

（Ａ）＋（Ｂ）

（Ｄ） 
×365日

（Ｃ） 

4,573 146,592 137,066 14,099 90.7 37.6 



３ 割賦売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）回収状況 

４ 営業貸付金 

(イ）営業貸付金の内訳 

(ロ）営業貸付金の回収状況 

５ 営業立替金 

相手先 金額（百万円） 

一般顧客  3,786 

計 3,786 

前期末残高 

（百万円） 

当期発生額 

（百万円） 

当期回収額 

（百万円） 

期末残高 

（百万円） 
期中回収割合（％） 回転日数（日） 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） 
（Ｃ） 

（Ａ）＋（Ｂ）

（Ｄ） 
×365日

（Ｃ） 

24,187 9,203 29,604 3,786 88.7 46.7 

種類 金額（百万円） 

分割払 186,608 

一回払 2,735 

計 189,343 

前期末残高 

（百万円） 

当期発生額 

（百万円） 

当期回収額 

（百万円） 

期末残高 

（百万円） 
期中回収割合（％） 回転日数（日） 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） 
（Ｃ） 

（Ａ）＋（Ｂ）

（Ｄ） 
×365日

（Ｃ） 

200,461 134,178 145,296 189,343 43.4 475.7 

相手先 金額（百万円） 

ＵＦＪニコス㈱ 449 

㈱ジェーシービー 209 

三井住友カード㈱ 166 

㈱クレディセゾン 161 

㈱オリエントコーポレーション 156 

その他 576 

計 1,719 



６ 商品 

７ 貯蔵品 

８ 関係会社短期貸付金 

９ 差入保証金 

 （注） 上記は、貸借対照表日の翌日から起算して１年を超えて返還期日が到来するものです。なお、１年内期日到来

予定額2,802百万円は、貸借対照表では、流動資産「その他」に含めて表示しております。 

種類 金額（百万円） 

婦人用品 2,693 

紳士・スポーツ用品 4,043 

装飾雑貨 1,884 

家庭用品 0 

食品 178 

計 8,800 

種類 金額（百万円） 

営業用消耗品 69 

販促景品 38 

その他 61 

計 170 

相手先 金額（百万円） 

㈱エポスカード 50,727 

㈱ゼロファースト 34,400 

㈱マルイエムズモード 6,995 

㈱マルイアクセス 6,446 

㈱インザルーム 3,221 

その他 4,199 

計 105,991 

相手先 金額（百万円） 

㈱横浜スカイビル 12,766 

みぞのくち新都市㈱ 5,265 

八王子ターミナルビル㈱ 4,306 

小田急電鉄㈱ 2,920 

北千住都市開発㈱ 2,118 

その他 22,355 

計 49,732 



② 負債の部 

１ 買掛金 

２ 短期借入金 

３ 社債 

 （注） 発行年月日、利率等については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 ⑤ 連結附属明細表」の「社債

明細表」に記載しております。 

４ 転換社債 

 （注） 発行年月日、利率等については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 ⑤ 連結附属明細表」の「社債

明細表」に記載しております。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

取引先名 金額（百万円） 

㈱マルイエムズモード 1,629 

㈱マルイパレット 1,388 

㈱マルイファッションナビ 1,133 

㈱サンエーインターナショナル 1,040 

㈱ワールド 971 

その他 18,877 

計 25,042 

借入先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 36,900 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 7,800 

㈱みずほコーポレート銀行 5,200 

㈱三井住友銀行 3,200 

㈱横浜銀行 2,200 

その他 3,950 

計 59,250 

銘柄 金額（百万円） 

「第３回」無担保社債 40,000 

「第４回」無担保社債 20,000 

「第５回」無担保社債 20,000 

「第６回」無担保社債 10,000 

「第７回」無担保社債 5,000 

計 95,000 

銘柄 金額（百万円） 

「第９回」無担保転換社債 39,838 

計 39,838 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100株未満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日  

   ３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当会社の公告は電子公告の方法により行います。 

但し、やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、東

京都において発行する日本経済新聞に掲載して行います。 

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しております。 

（ホームページアドレス http://www.0101.co.jp/company/index.html) 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第70期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

  （第71期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条の規定に基づく臨時報告書 

平成19年２月６日関東財務局長に提出 

(4）臨時報告書の訂正報告書 

平成19年２月６日に提出した臨時報告書の訂正報告書 

平成19年５月15日関東財務局長に提出 

(5）臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の規定に基づく   

臨時報告書 

平成19年５月21日関東財務局長に提出 

(6）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自平成18年３月１日至平成18年３月31日）平成18年４月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年４月１日至平成18年４月30日）平成18年５月15日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年５月１日至平成18年５月31日）平成18年６月15日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年６月１日至平成18年６月30日）平成18年７月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年７月１日至平成18年７月31日）平成18年８月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年８月１日至平成18年８月31日）平成18年９月15日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年９月１日至平成18年９月30日）平成18年10月16日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年10月１日至平成18年10月31日）平成18年11月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年11月１日至平成18年11月30日）平成18年12月15日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成18年12月１日至平成18年12月31日）平成19年１月15日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成19年１月１日至平成19年１月31日）平成19年２月15日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成19年２月１日至平成19年２月28日）平成19年３月15日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成19年３月１日至平成19年３月31日）平成19年４月16日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成19年４月１日至平成19年４月30日）平成19年５月15日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成19年５月１日至平成19年５月31日）平成19年６月15日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年６月29日

株式会社 丸  井    

  取 締 役 会  御中  

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 飯  塚     昇   ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 木  村  弘  巳   ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 齊  藤  文  男   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社丸井の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社丸井及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より

固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成19年６月28日

株式会社 丸  井    

  取 締 役 会  御中  

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 飯  塚     昇   ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 齊  藤  文  男   ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 草  野  和  彦   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社丸井の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社丸井及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年５月21日開催の取締役会において、会社分

割による純粋持株会社への移行に関する決議を実施している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年６月29日

株式会社 丸  井    

  取 締 役 会  御中  

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 飯  塚     昇   ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 木  村  弘  巳   ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 齊  藤  文  男   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社丸井の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第70期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社丸井の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成19年６月28日

株式会社 丸  井    

  取 締 役 会  御中  

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 飯  塚     昇   ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 齊  藤  文  男   ㊞ 

 
指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士 草  野  和  彦   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社丸井の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第71期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社丸井の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年５月21日開催の取締役会において、会社分

割による純粋持株会社への移行に関する決議を実施している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 
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